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物価高から、あなたを守り抜く
責任ある政策しか、
豊かな明日はつくれない。

昨秋の総選挙で、立憲民主党が多くの議席を
いただくことにより、国会は「熟議と公開」の場
へと変わり始めました。

その結果、能登復興の予算増額、高額療養費
引き上げ見送り、厚生年金や国民年金の底上げ
をはじめ、予算や数々 の法案を修正できました。

いま、物価高が国民を苦しめています。
コメを含む数千品目の食料品やガソリンの高騰
が続き、物価高に賃上げが追いつきません。
今こそ民意が政治を大きく動かさなければなり
ません。

物価高から、
あなたを守り抜くために。

私たちは財源を明確に示し、「責任ある経済政
策」を実現してまいります。

具体的には、
①「食料品の消費税ゼロ％」
②「ガソリン・軽油価格の引き下げ」
③「適正なコメ価格の実現」
などを軸に、物価高対策に取り組みます。

財源も示さず無責任に減税をうたうのではなく、
ましてや選挙の人気取りでもなく、責任を持っ
た物価高対策を。

今日の暮らしも不安な国が、未来を豊かにでき
るでしょうか。

働くひとを支えられない政治が、日本を支えられ
るでしょうか。
この国は、一人ひとりの家計でできています。

明日の暮らしにおびえることなく、働いた対価を
正当にもらい、家族でも、独身でも、安心して老
後を迎えられる。

そんな豊かな国をつくるため、
皆様のお力をお貸しください。

この他にも能動的サイバー防御法、下請法、教員給与特措法などで国民の立場に立った重要な修正を数多く実

現し、政治改革関連では旧文通費の透明化、「政党の裏金」といわれた「政策活動費」の廃止などを実現しました。

予算修正案や消費税の負担軽減策の提案にあたっては、国会の省庁別審査や党内に作った「本気の歳出改革

作業チーム」などで党の総力を挙げて政府予算のムダを明らかにし、財源を確保・明示しました。

私たちは政権担当能力をもつ責任政党として、今の世代にも、将来の世代にも責任を持つ信頼の政治を実現

していきます。

立憲民主党は、昨年の総選挙で50議席増を果たしました。衆参合計で186名の議員
集団となり、国民の皆様に頂いたこの力で多くの政策を実現しました。

昨秋の総選挙後の

〇補正予算修正で能登半島復興に1000億円の予算追加

〇命にかかわる高額療養費の自己負担の引き上げをストップ

〇年金改革法案の修正で3割もの年金目減りにストップ 

28年ぶりの予算修正

当事者の皆様とともに

年金底上げ

立憲民主党の実績

立憲民主党 代表

野田佳彦

3



将来の安心のための年金の底上げ

「食農支払」の創設
農業者戸別所得補償制度をバージョンアップ
食卓の安心と農家の収入を守る

学校給食・高校無償化の実現

社会の基盤を支える人たちの処遇改善
医療・保育・幼児教育・介護・福祉、建設・交通運輸など

希望すればみんな正社員に

サラリーマン減税・賃貸住宅支援
就職氷河期世代・現役世代・シングル世帯のための

中小企業が賃上げできる環境づくり

企業利益を真っ先に賃上げへ

中低所得者にとっては
減税よりも
恩恵が大きい

40  給油で
今より

※食料品消費税の
半年分相当

給付付き
税額控除
給付付き
税額控除

暫定税率を廃止
ガソリン 25円／ 
軽油 17円／ 引き下げます。

ガソリン・
軽油価格の
引き下げ

特
集すぐに

２人当たり
万円給付
11人当たり
万円給付２ ※

コメ代の
負担軽減に

2万円給付
・予備費、未使用基金
・所得税の増収分

・積みすぎ基金
・外為特会剰余金
・租税特別措置の見直し※給付金を課税対象にして、高所得者を

　中心に応分の負担を求めます

食料品消費税０％

所要額 2.5兆円 ５兆円／1年

財
源

1000円
安くなります。

赤字国債発行（借金）しません！
将来世代への責任です。

収入 負担収入収入を増やし を減らす収入 負担負担負担

物価高対策物価高対策
立憲民主党の

物価高から、
あなたを守り抜く

物価高に
負けない

賃上げ
物価高に

負けない

賃上げ

食料品消費税０％食料品消費税０％食料品消費税０％
コメ政策

の
抜本的見直し

「食卓おうえん
   給付金」
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 物価高から、
あなたを守り抜く

（物価高・経済産業・賃上げ・雇用）

世界的な原材料・エネルギー高、円安などの影響で、国民生活はコメなどの食料品をはじ
め、かつてない物価高にさらされています。まずは「食料品消費税０％」であなたの食卓を
強力に応援します。同時に、中小企業支援や成長投資を進め、賃上げ・雇用を中心とした経
済政策を展開し、国民生活を守り抜きます。 

○食料品の消費税を8%から0％にします（給付付き税額控除へ）。
○当面「食卓おうえん給付金」として一人あたり2万円を給付します。
○ガソリン1ℓあたり25円を減税します（暫定税率の廃止）。
○コメ政策の抜本的な見直しを行います。
　（備蓄米制度の見直し、流通の透明化、生産体制の抜本強化）
○物価高の原因である円安を是正するため、
　政府と日本銀行の共同声明（アコード）を見直します。

〈物価高対策〉
食料品消費税０％で食卓を応援

・地域資源を活かした事業・地場産業への投資を促進し、生産性向上、
  新事業の創出などへの支援を拡充します。
・クラウドやAIの国産化を支援し、デジタルサービスやコンテンツ輸出を促進します。
・科研費や大学運営費交付金など、研究者支援を強化します。

○成長の柱となるグリーン・ローカル・ライフ・デジタルに重点的に投資。
　社会・環境課題の解決に結びつく「インパクト投資」を促進します。

・人手不足解消へ、中小企業の社会保険料事業主負担の軽減と奨学金の代理返還を支援します。
・中小企業の円滑な事業承継を促進します。日本のものづくりの現場を支える人材を育成します。
・サプライチェーン全体で中小企業の価格転嫁を進め、賃上げの原資を確保します。
・中小企業への新たな補助金で、安全・熱中症・寒さ対策など職場環境の改善を支援します。

○中小企業支援4本柱で日本経済を強くします。

〈経済産業政策〉
失われた30年に終止符を打ち、
豊かな日本を復活させる

○最先端技術（光電融合、量子コンピューター、先進AI、核融合など）の
　研究開発や社会実装を国家プロジェクトで推進します。
○自由貿易の旗手として戦略的な経済外交を展開します。
○「トランプ関税」対策（中小企業の資金繰り支援等）を強化し、
　ASEAN・グローバルサウスとの取引・販路拡大・多角化を支援します。

Step1
コメ代の負担軽減に
※食料品消費税の
半年分相当

1人2万円
の給付

「食卓おうえん給付金」
すぐに

赤字国債発行（借金）しません！
将来世代への
責任です。

Step2

中低所得者層にとっては
減税よりも
恩恵が大きい

Step3

食料品消費税
ゼロ％の実現

｢３ステップの物価高対策｣
給付付き
税額控除
の実施

Column
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■残業代割増率を引き上げ、勤務間インターバル11時間以上を義務化します。
■「同一“価値”労働同一賃金」の実現で男女間や正規・非正規間の処遇格差を解消します。
■公務員の労働基本権を回復し、自律的労使関係制度を導入します。
　公務・公共現場での臨時・非常勤を正規化します。
■警察、消防、自衛隊や海上保安など国・社会の安全を守る人たちの処遇を改善します。
■行政が支払う委託費や報酬を適正化します。
■インボイス制度を廃止します。

○医療・保育・幼児教育・介護・障がい福祉、建設・交通運輸など、
　国民生活や社会の基盤を支える人たちの処遇を改善します。
○中小企業支援を前提に、最低賃金を全国で早期に1,500円以上に引き上
　げます。「130万円のガケ」で手取りが減らないように給付で埋めます。

○持続的賃上げへ、企業利益からの労働分配を増やします。
○賃金と「じぶん時間」が個人消費に回り、投資が活性化する好循環へ。
○希望すれば、みんな正社員に！
・雇用の基本原則を「期間の定めのない直接雇用」とする労働基本法を制定します。
・自分の希望に応じて「短時間正社員」を選べる環境を整備します。
・有期雇用は臨時的・一時的な雇用に限定し、派遣労働は真に労働者の専門性を発揮
  できる職種に限定します。

〈賃上げ・雇用政策〉
社員が働きやすく、人材が集まる職場へ
賃金に真っ先に回る経済。働き方の格差をなくす

およそ1,700万人ともいわれる「就職氷河期世代」。また、賃金が上がらず、社会保障の
負担が重くのしかかる現役世代。世帯数の約4割を占める一人で暮らすシングル世帯。み
んなが安心して暮らせるために、「お金」「家」「時間」の3つの観点から支援します。

就職氷河期・現役世代、
シングル世帯に安心を

（就職氷河期・現役世代・シングル世帯）

・新たな家賃補助制度を創設します。
・自治体への支援を通じて空き家を借り上げる「みなし公営住宅」を整備します。
・将来安心できる支援付き住宅を整備します。
・気の合った仲間と助け合いながら共同生活をするグループリビングやシェアハウスなどを
  支援します。

ほっとできる場所づくり「Home/家」

・ワークライフバランスのとれた生活を支援します（勤務間インターバル11時間
 以上の義務化、短時間正社員を選べる環境整備）。
・「介護離職ゼロ」の取り組みを強化します（介護休業の通算期間の延長、介護休業中の 
 賃金補償の拡充）。ダブルケアラー、ビジネスケアラーなど、家族介護者を孤立させることなく、
 社会全体で支える環境整備を行います。
・勤務時間外の「つながらない権利」の保障に向けた取り組みを行います。

じぶん時間づくり「Time/時間」

・就職氷河期世代を含む現役世代の年金（厚生年金・国民年金）の底上げを実現します。
・非正規雇用から正規雇用への転換を推進します。
・サラリーマン減税を実施します（食事手当の非課税限度額引き上げ
  など。退職金増税・通勤手当課税の阻止）。
・学びなおしのための休暇制度の整備、公的職業訓練の拡充を行います。
・フリーランスを働き方の実態に応じて労働者として適切に保護します。
・保証人のいない単身者が必要な医療を受けられるよう、実効性のある「ガイドライン」の
  普及とフォローアップを図ります。
・SNSやチャットなどオンラインで気軽に相談できる体制を整備します。

安心できる暮らしづくり「Money/お金」

30年間で日本の生産性は３割上がり、投資へのリターンは大幅に伸びましたが、実質賃
金はほぼ横ばいです。この間、非正規雇用は増え、格差も拡大しました。今こそ「賃上げ・
雇用を中心とする経済政策」に転換し、企業利益からの労働分配向上と、働き方や処遇に
不当な格差のない労働法制を整備します。
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“令和のコメ騒動”で明らかになったように、日本の農政は転換を迫られています。生産者
が意欲を持って生産を続けられ、国民が安心して食料を確保できる政策を実現します。

■中山間地、島、半島などを含む地域活性化のため、交付税率引き上げや一括交付金の復活など
　地域主権を推進し、人口が減っても安心して暮らせる地域をつくります。
■郵便局ネットワークと情報通信技術の活用で地域の生活を支えます。
■消防職員の増員、消防団員の確保で地域の消防力を強化します。
■地域固有の観光資源の磨き上げを支援します。オーバーツーリズム対策を推進します。
■「国境離島みんながJR運賃並法」制定で島内外交流を促進し、有人国境離島の活性化を図ります。

○公立・公的病院や赤字の医療機関への支援強化で安心の地域をつくります。
○老朽化した公共インフラ対策について、必要な検証を行った上で、
　自治体を支援します。自治体の技術・技能職員の育成・確保を行います。
○利用者支援を拡充し、地域公共交通を持続可能にします。

〈地域政策〉

○東日本大震災・原発事故の被災地の復興と被災者の生活再建支援を
　継続的に実施します。
○長期避難世帯への支援など、能登半島地震からの復興を支援します。

■被災者生活再建支援金の倍増へ法改正を行います。
■災害時に誰も取り残されない「インクルーシブ防災」、避難所の質の向上を推進します。
■首都直下、南海トラフ地震への備えを強化します。
■災害復興や除雪などに必要な地域の建設業を守ります。

〈災害対策〉

○気候危機に対する未来への責任を果たすため、
　できる限り早期のカーボンニュートラルを目指します。
　再エネ電気100％を目指します。
○建物の断熱・ゼロエミッション化や長寿命化を一層推進します。

■PFAS汚染拡大の防止と徹底した水質等調査を行います。
■廃棄物抑制と資源循環を促進し、循環型社会への転換を目指します。

〈環境・エネルギー政策〉

農山漁村・生活イ ンフラを守って、
地方を豊かに

（農林水産・環境・エネルギー・地域・災害）

米価が生産コストを割り込んだ場合は米のトリガーが発動します。

中山間地域
加算

多面的機能・
環境加算

自給率向上
直接支払

「農地維持支払」と
合わせて、

現行水活の交付水準を
確保します。

農地維持支払
農地を農地として維持する農業者に交付

田　23,000円／10a 草地　13,000円／10a

畑　15,000円／10a 採草
放牧地 2,000円／10a

交 付 単 価

・・・・ ・・・・・

+ +

既存の農林水産予算を削減することなく財源を確保します。

○農業者戸別所得補償制度をバージョンアップし、
　食料と農地を守る直接支払制度「食農支払」を創設します。
○農家の激減に対応するため就農支援の資金を10倍に強化･拡充し、
　都市部のサラリーマンなどの新規就農対策を推進します。
○食料安全保障を確立します。農家が安心して生産し、食料自給率を上げ、
　適正価格で消費者に提供します。

■農業用植物の新品種の開発・育成や在来品種等を守るタネ（種子）の法律を制定します。
■鳥獣被害対策関連予算のさらなる充実を図ります。
■森林の多面的機能の発揮と保全など森林・林業・山村振興政策を推進します。
■漁業所得などの安定・向上と担い手の確保など水産政策を推進します。

〈農林水産政策〉

料確保・ 制度地維持食 農 支払食農支払
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年金の底上げ
医療・介護体制を 万全にする

■訪問介護の基本報酬を引き上げます。
■「介護離職ゼロ」対策（介護休業の通算期間の延長、介護休業中の賃金補償の拡充）を行います。
　ダブルケアラー、ビジネスケアラーなど、家族介護者を孤立させることなく、
　社会全体で支える環境整備を行います。
■高額療養費の自己負担限度額の引き上げは行いません。
■医薬品不足を解消し、質の高い医薬品を安定して供給できるようにするため、
　薬価の中間年改定を廃止します。
■「130万円のガケ」で手取りが減らないように給付で埋めます。
■障がい福祉サービスなどの報酬改定を見直し、障がい福祉サービスを充実させます。

（社会保障〈年金・医療・介護〉）

現役世代や若者世代の「老後、まともに年金がもらえるのか」という不安を解消するた
め、全ての世代から信頼される持続可能な年金制度の確立を目指します。また、医療、
介護、福祉サービスを誰もが必要な時に受けられるよう、医療機関や事業者を支援し、
従事する人の処遇改善を推進します。 

○現役世代と若者の年金（厚生年金・国民年金）の底上げを行います。
○低所得の高齢者の年金に一定額を上乗せ給付します。
○介護・障がい福祉従事者の給与を全産業平均へ引き上げます。
○赤字の医療機関を支援します（補助金制度の創設、次期診療報酬改定での
　プラス改定）。医師確保のための基金を拡充します。
○かかりつけ医の認定制・登録制を導入します。

Column

高額療養費の自己負担引き上げをストップ
立憲民主党の訴えが実現させた安心への第一歩。
政府は当事者の意見を聴かず、短期間で自己負担の引き上げを決定しました。
長期の治療を続けるがんや難病などの患者さん達が
治療の中断に追い込まれたり、生活できなくなることがとても心配されました。

立憲民主党は、予算の修正案や法案を
提出して凍結を要求。

政府は引き上げの見送りを表明。

立憲民主党が
STOP！

負担増

Column

立憲民主党が「現役世代の年金3割カット防止」の修正を実現
当初、政府が提出した法案は、現役世代・若者の
厚生年金・国民年金の加入者が受給する基礎年金の
最大3割カットを放置する内容でした。

立憲民主党はカットを防ぐため、
年金底上げのための修正を強く要求しました。 

現役世代・若者の厚生年金・国民年金を増やす
「年金3割カット防止」の修正を実現しました。 

現役・若者の
厚生年金・国民年金

UP!

底上げ

立憲民主党立憲民主党

政府与党は
将来への責任を放棄

立憲民主党は
責任をもって
若い世代の将来を
支えます

当事者の皆さんが
あきらめずに声を
上げ続けた結果です。
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子どもたちが、生まれ育った環境に左右されず、等しく教育を受けられるよう支援しま
す。子ども・若者の「生きづらさ」に寄り添うとともに、希望が持てる社会をつくります。 

■18歳までの全ての子どもの児童手当を月1万5千円（年18万円）に増額します。
■児童扶養手当の対象の拡充、ひとり親家庭の支援、養育費立替制度の導入を行います。
■０～２歳も含め就学前教育・保育の無償化を推進します。
■国公立大学の授業料無償化、私立大学・専門学校に同額程度の負担軽減を実施します。
■保育園・幼稚園・放課後児童クラブなどで働く人たちの賃上げを行います。
■子どもの朝の預かり事業を支援するなど、子ども・若者の居場所づくりを進めます。
■いじめ防止対策を進め、子どもの自殺を防ぎます。虐待問題の取り組みを強化します。
■ヤングケアラーを早期に発見し、教育や医療、就労など横断的に支援します。
■インクルーシブ教育、特別支援教育、多様な学びと居場所の環境を整備します。
■子どもの声を代弁し、子どもの権利を守る「子どもコミッショナー」を設置します。
■現役世代の負担増につながる「子ども・子育て支援納付金」を廃止して、
　日銀保有ETFの分配金収入等を子育て支援策の財源として活用します。

○どの地域に住んでいても質の高い教育が受けられるよう、
　施設への財政的支援などにより公教育を充実させます。
○給食の無償化・質の担保、隠れ教育費（修学旅行、教材費など）の
　負担軽減を行います。
○教職員の働き方改革と処遇改善を進めます。
○奨学金返済の負担を軽減（所得控除、利子免除など）します。
○不登校・ひきこもり支援の取り組みを強化します。

ジェンダー平等、人権擁護、
犯罪被害者支援の推進を

（ジェンダー平等・共生社会・人権）

○誰もが個性と能力を発揮できるジェンダー平等を推進し、
　選択的夫婦別姓、クオータ制を実現します。
○男女の経済格差を解消し、「同一“価値”労働同一賃金」を実現します。
○婚姻平等法で同性婚を法制化します。GID特例法を改正します。
　LGBT差別解消法を制定します。
○誰もが安心して暮らせる社会を形成するために、
　多文化共生社会基本法、難民等保護法・入管法等改正法を制定します。
○人質司法を是正するとともに、再審法を改正します。
○ワンストップ支援や給付金制度の拡充など、犯罪被害者支援を充実させます。
○オンラインカジノ問題対策を強化します。
　ギャンブル依存症対策をさらに強化します。

■NPOなどの民間団体や協同組合が活動しやすい環境を整備します。
■あらゆる差別、ハラスメントを禁止します。独立した人権救済機関を創設します。
■恒久的な財政支援でいつでもどこでも消費生活相談ができる体制を支え、消費者の権利を守ります。
■学校や病院などでの虐待をなくすため、障害者虐待防止法を改正します。
■移動・情報・建物・制度・まちづくり・コミュニケーションなどにおけるアクセシビリティを高め、
　社会的バリアを取り除きます。
■障がいの有無にかかわらず、文化や芸術、スポーツを通じた共生社会を実現します。｠

世界経済フォーラムのジェンダー平等ランキングで146カ国中118位と厳しい評価を受け
た日本。いまだに続く男女の不平等を解消し、多様性が尊重され、活力ある社会を築きます。 

チルドレン・ファースト
子育てしやすい環境をつくる

（教育・子ども・子育て）
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■経済安全保障の観点から、基幹インフラの防御強化、重要物資の安定的な供給確保、先端技術　
　開発支援を推進します。
■「人間の安全保障」の観点から、危機的状況にある気候変動問題など地球規模課題の解決の
　先頭に立ち、SDGｓ達成への国際的な取り組みに貢献します。
■唯一の戦争被爆国として核兵器禁止条約締約国会議にオブザーバー参加します。
■一刻の猶予もない拉致問題の全ての拉致被害者の救出に全力を尽くします。
■沖縄県民の民意を尊重し、辺野古新基地建設を中止し、沖縄における基地の在り方を見直すための　
　交渉を開始します。抑止力を維持しつつ、米軍基地負担の軽減や日米地位協定改定の交渉を求めます。
■米兵による性暴力事件に対し再発防止策の徹底を求め、日米合意を確実に実行するよう求めます。

・非伝統的脅威（宇宙、サイバー、電磁波、認知戦）の全領域を統合した作戦能力を向上させます。
・省庁横断的なインテリジェンス体制を強化します。
・自衛官、海上保安官の処遇改善、人員配置の最適化、専門人材の確保などを行います。
・防衛産業の基盤強化を推進しつつ、防衛調達の適正化を徹底します。防衛増税は行いません。
・ドローンなど最新技術を活用した装備の研究開発を進めるとともに国際ルール作りに貢献します。

自由貿易をリードする
日本の平和を守る

（外交・安保・経済安全保障）

政治の信頼を取り戻す
若者の政治参加を

（政治改革・行財政改革）

○企業・団体献金の禁止。裏金を許さず、政治資金の徹底的な透明化、
　政治資金の世襲制限で、ゆがみのない国民本位の政治を実現します。
○多くの人の利便性を向上させるインターネット投票を導入します。
○被選挙権年齢を引き下げ、より若い人が立候補できる環境を整えます。

○税金の使い方を徹底的に透明化し、ムダづかいをなくします。
　国の基金のルールを見直し、適正化します。
○租税特別措置による高額減税企業の実名を公表するとともに、
　租特を延長・拡充する際のルールを法定化し、租特を透明化・適正化します。
○隠ぺい・改ざんを根絶、公文書管理制度と情報公開制度を抜本的に強化します。

〈政治改革〉

■決算の国会提出の早期化、国会への独立財政機関の創設、
　「中期財政フレーム」の策定などにより、国家財政におけるPDCAサイクルを確立します。
■公務員の労働基本権の回復、自律的労使関係制度の導入で、良質な公務・公共サービスを実現し、
　国民の命と暮らしを守ります。

■立候補休暇制度を導入し、多様な人材が政治の世界に入るハードルを下げます。
■クオータ制を導入し、男女半々の議会「パリテ」の実現を目指します。
■表現の自由や政治活動の自由を尊重しつつ、いわゆる「二馬力問題」や、SNS上の偽・誤情報拡散、
　誹謗中傷問題に対応します。
■デジタル民主主義、シビックテックを推進し、技術の力で国民の声を政策に活かします。
■参議院の合区を解消します。

〈行財政改革〉

○「平和創造外交」を展開し、紛争の早期・平和的解決に貢献するとともに、
　新たな紛争を未然に防ぎます。
○「トランプ関税」に対して、各国との経済連携協定などの枠組みを活用し、
　自由貿易体制の維持・強化に努めます。
○専守防衛に徹しつつ、日米同盟を深化させます。また、日米韓で連携し、　
　東アジアの平和と安定を維持し、わが国の領土・領海・領空を守り抜きます。
○QUAD（日米豪印）など、同志国との連携を強化し、
　法の支配に基づいた「自由で開かれた国際秩序」に貢献します。
○防衛力を抜本的に強化します。

ウクライナ侵略やガザ情勢、「トランプ関税」
など国際社会の分断が深まっています。自由貿
易体制の推進、平和で安定的な安全保障環境
の創出、防衛力の強化に努め、わが国の国益
を守ります。 

自民党の裏金問題で政治への信頼は地に
落ちました。企業・団体献金の禁止をはじ
め、政治改革を進め、若者の政治参加の環
境も整えます。国会による行政監視機能を
高め、税金のムダづかいなどをなくします。
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【食料品消費税0％】
〇2026年4月から食料品に係る消費税を現

在の8%から0%に下げます。まずは1年間とし

た上で、経済情勢等を見ながら1回だけ延長可

能とします。

【内閣】
〇組織の肥大化による弊害を解消するため、

内閣官房・内閣府をスリム化します。

〇忖度のないよう内閣人事局など公務員制度

の在り方を再検証します。

〇ハローワークの職員や消費生活相談員、図

書館司書など国家公務員・地方公務員の正規

雇用化を進め、期待される役割を担える体制を

取り戻します。 

〇職員OBを介した再就職あっせん行為等の

規制の新設など「天下り規制法」を制定し、

「天下り」によって政策決定過程が歪められる

ことを防止します。 

〇国民の知る権利を守るため特定秘密保護

法を見直し、国会や第三者機関の権限強化も

含め行政に対する監視と検証を強化します。 

〇規制改革推進会議や国家戦略特別区域

諮問会議を廃止し、法規制は国会議員が責任

を持って議論・検討できるようにします。 

〇NPOなどの多様な主体を支援し、ソーシャル

ビジネス、コミュニティビジネスや協同労働をさら

に推進し、官民で雇用創出・社会的課題の解

決に取り組みます。

〇「IR（統合型リゾート施設）推進法・整備法」

を廃止し、賭博性が高く、治安の悪化が懸念さ

れるカジノ事業は中止します。

【デジタル・IT】
〇クラウドやAIの国産化を重点的に支援し、デ

ジタルサービスやコンテンツの輸出促進でデジ

タル黒字への転換を目指します。

〇「デジタル」と「アナログ」の掛け合わせで、

一人ひとりに最適なサービスとアクセス手段の

個別提供を目指し、国民のための行政DXを進

め、誰ひとり取り残されない、全ての国民が快

適に暮らせる社会を目指します。

〇国民が行政府や立法府の意思決定プロセ

スに直接参加できる「シビックテック（市民によ

るデジタルを活用した課題解決）」を社会実装

します。

〇個人情報保護法など国内関連法を、EU一

般データ保護規則（GDPR）など海外の法制

度を基準に改正し、自己情報コントロール権等

について明確化します。

【災害対策・復興政策】
〇準半壊・一部損壊の住宅再建の支援がな

く、大きな家屋の修理には多額の費用がかか

ることから、準半壊・一部損壊であっても、求め

があれば公費解体できるように取り組みます。

〇国と地方の連携強化、災害時に被災自治

体へ権限・予算を移譲する法整備の検討、事

業再建・社会インフラ復旧への支援などを進め

ます。

〇被災者生活再建支援政策の拡充、個人対

象の「災害損失控除」の創設、法人の災害損

失特別勘定の適用要件の緩和、消防団・ボラ

ンティアへの支援などを図ります。

〇交付金交付、雪下ろし作業用の命綱固定

アンカーの普及・促進などが盛り込まれた改正

豪雪対策特別措置法を活用し、除排雪の人

材確保、高齢者・障がい者への配慮、雪冷熱

エネルギーの活用、情報システムの改善などに

一層取り組みます。

（東日本大震災からの復興）
〇被災地域に対する海外からの誘客、修学旅

行等の団体旅行誘致などの地方の取り組みを

支援し、「東北観光」を重点的に位置付けると

ともに、国際会議やスポーツ大会等の大規模

イベントの東北開催について特段の配慮を行

い、被災地域全体への来訪を促進します。

【財務金融・税制】
（財政健全化）
〇格差を是正する税制改革による財源確保

や、行政需要の変化に応じた予算配分、適切

な執行、成長力の強化による税収増など、歳

出・歳入両面の改革を行い、中長期的に財政

の健全化を目指します。

〇国会の下に独立財政機関を設置して、主要

政策の費用対効果や財政の見通しを客観的・

中立的に試算・公表するとともに、その試算に

基づき「中期財政フレーム」（３カ年度にわたる

予算編成の基本的な方針）を策定することを政

府に義務付けることで、放漫財政を改めます。

〇外国為替資金特別会計（外為特会）につい

て、為替評価益を含めた純資産全体で健全な

財務状況を維持できている場合には、決算剰

余金の全額を一般会計に繰り入れます。また、

円貨を獲得した場合、必要に応じて、決算を待

たずに一般会計に繰り入れることができるよう

にします。

（金融の機能強化、健全な発展）
〇金融機関のノウハウを生かし、リバースモー

ゲージ、人材の融通、仮想地域通貨の発行な

ど、生活者・事業者・地域の将来不安を解消す

るためのビジネスモデル構築に向けた支援を

行います。

〇金融教育を充実させることで、個々人の経

済力やライフプランに即した適切な資産運用を

促し、投機的な取引等によって損失を被ること

を防ぎます。

（公平・公正な税制改革）
〇金融所得課税については、「１億円の壁」の

解消に向けて、当面は分離課税のまま超過累

進税率を導入し、中長期的には総合課税化し

ます。なお、中間層増税を避けるため、一律の

税率引き上げは行いません。

〇高校生年代（１６～１８歳）の親族に係る扶

養控除については、児童手当が子育て支援の

観点から十分な額とならない限り、現行の控除

額を維持します。

〇法人税については、効果のない租税特別措

置の廃止、受取配当等益金不算入制度の見

直しなどにより、法人の収益に応じて応分の負

担を求める税制に改革します。

〇「賃上げ促進税制」については、雇用者の

約７割を抱える中小企業の多くが赤字法人で

あることから、賃上げに有効な手段とは言えな

いため、廃止して、これによる税収増を他の有

効な政策の財源に充当します。

〇巨大IT企業等のいわゆる国際プラット

フォーム企業が、ビジネスを展開し利益を上げ

ている国でほとんど納税していない実態に対

し、法人税の最低税率に関する国際合意が実

現したことも踏まえ、国際課税の枠組みをさらに

強化します。

〇資産格差が拡大・固定化している現状に鑑

み、税率構造や非課税措置の見直しなどによ

り、相続税・贈与税の累進性を高めます。

〇外国人旅行者向けの消費税免税制度につ

いては、円安によりインバウンド消費が堅調に推

移する一方で、わが国の財政が厳しい状況にあ

ること等を踏まえて、必要な見直しを図ります。

〇近年、大きな災害が多発していることを踏ま

え、災害による担税力の喪失を最大限に勘案

する観点から、雑損控除から独立した「災害損

失控除」を創設し、繰越控除期間を延長すると

ともに、人的控除の後に適用するものとします。

〇印紙税制度については、同様の内容でも電

子文書の場合は課税されない、金額が同じで

あっても契約の種類により税額が異なり、契約

書作成時に大きな負担となるなど、さまざまな不

合理・不公平な現象が生じており、生産性の向

上を阻害していると考えられることから、廃止し

ます。

〇納税者の権利利益の保護、利便性の向上

等を図る観点から、「納税者権利憲章」の制定

を含め、納税環境の整備を進めます。

【人権】
（ジェンダー平等）
〇個人通報制度や調査制度を定める女性差

別撤廃条約の選択議定書を批准し、ジェン

ダー平等を実現するための法整備を進めます。

〇DV対策や性暴力被害者支援など、困難を

抱える女性への支援を充実させます。

〇若年期からの包括的性教育を充実させ、セ

クシュアル・リプロダクティブ・ヘルス/ライツ

（SRHR）を尊重します。

（SOGI）
〇GID特例法を改正し、トランスジェンダーの

戸籍上の性別変更要件を緩和します。

（多文化共生）
〇「多文化共生社会基本法」を制定し、国民

及び在留外国人が、相互に人格と個性を尊重

しつつ支え合いながら共生することのできる社

会を形成します。

〇難民等の認定と保護、出入国管理・収容制

度の問題を抜本的に改善・透明化する「難民

等保護法・入管法等改正法」の制定を目指し

ます。

〇在留制度全般を見直すとともに、外国人一

般労働者雇用制度の整備を推進します。

（差別解消）
〇あらゆる差別の解消を目指し、「包括的差別

禁止法」を制定します。

〇国連の「パリ原則」に基づいた人権救済機

関を設置します。

〇「ヘイトスピーチ解消法」における取り組みを

拡大し、国際人権基準に基づいて、人種などを

理由とする差別的言動を禁止する法律の制定

など、あらゆる差別撤廃に向けた動きを加速さ

せます。

〇インターネットやSNS上の差別や誹謗中傷、

人権侵害等への対策を強化します。

（孤独・孤立対策）
〇孤独を理由に自死する人が絶えないなか、自

殺統計原票の調査項目を増やすなどして、自殺

の原因・動機の究明を進め、対策を講じます。

〇「身近な相談員」である民生委員（特別職の

地方公務員・非常勤、給与なし）の処遇を改善す

るとともに増員し、現場の実態把握を進めます。

（法務）
〇えん罪を防ぐため、取調べの録音・録画対象

の全事件・全過程への拡大や、取調べに弁護

人を立ち会わせる権利の規定の創設などに取

り組みます。

〇犯罪の被害者やその家族、また、加害者の

家族に対しての精神的・経済的・社会的なケア

が十分に制度化されるよう、調査・検討します。

〇再犯防止と社会復帰の施策を拡充します。

保護司の処遇改善を図り、安全確保を徹底し

ます。

〇性犯罪の公訴時効の延長・撤廃や地位利

用の性犯罪規定の新設などの見直しに取り組

みます。

〇裁判所の業務負担の増大に対応するため、

人的・物的体制を強化します。

〇法テラスの報酬適正化や無料法律相談の

期間延長などを検討します。

【消費者問題】
（消費者の権利実現）
〇事業者と消費者との間に情報の質・量、交

渉力に構造的な格差があることから、「消費者

の権利の保障」を第一として、消費者行政強

化と消費者保護を推進します。また、現在消費

者庁では、消費者と事業者の間の情報や交渉

力の格差だけでは消費者被害を捉えることが

困難との考えから、消費者法制の抜本的見直

しが進められていることを評価しつつ、消費者

の権利の実現に向けて後退することがないよ

うフォローします。

（消費者被害への対策強化）
〇悪質商法から消費者を守り、消費者被害が

疑われる際にさらなる消費者被害の発生を食

い止めるため、立入検査の徹底、業務停止命

令などについて、運用状況の見直しを含めて

抜本的に見直します。2023年、消費者委員会

の専門部会から、ジャパンライフ等の破綻必至

商法による被害の回復が現行制度では困難

であることから、今後の政策提案を含めた報告

書が出されたことを受け、またＳＮＳ投資や不動

産クラウドファンディングなど新たな商法が増

加していることから、現行法制にとらわれず、総

合的に消費者被害対策を検討します。

（消費者行政の強化）
〇消費者がいつでもどこでも相談できる体制を

つくります。地方消費者行政を継続的に下支え

する財源を確保し、消費者行政担当者や消費

生活相談員に対する研修体制の構築、消費

生活相談員の雇用形態や処遇の改善による

人材確保等に取り組み、地方消費者行政及

び消費生活相談機能の充実・強化を図ります。

（食品ロス削減）
〇サプライチェーンを通じた連携やフードバンク

等の取り組みを推進するため、生ごみの資源

化や個人・企業によるフードバンク等への食品

の現物寄付に関する税制優遇措置、意図しな

い不慮の食品事故についての寄付者への免

責制度の導入、商慣習の見直し等による食品

ロス削減に資する供給システムの確立を進め

ます。

（エシカル消費等の推進）
〇環境・社会や安全に配慮された製品や商品

を優先的に購入・使用する「エシカル消費」を

推進するため、企業の取り組みを後押しする仕

組みを検討し、環境保護・人権保護・動物福祉

など表面化しにくいさまざまな課題の解決につ

なげます。

（旧統一教会被害対策）
〇旧統一教会（世界平和統一家庭連合）によ

る悪質な高額献金等による被害対策関連法

について、実効的な被害者救済策とするべく、

弾力的な改正を検討します。

〇旧統一教会の財産保全関連法は、確実に

財産を保全するにはまだ課題があることから、

被害者救済の原資が失われない方策の実現

を目指します。

【地域・国土交通】
（総務・地方分権）
〇人口減少社会において暮らしの安心を守る

ため、全国どこでも安定した地域公共サービス

を提供できるよう、自治体を支えます。また、時

代の変化に即した地方制度の在り方について

も検討を行います。

〇地域の多様性を尊重した自治体の自主的な

取り組みを重視し、権限や財源を可能な限り自

治体に移譲させる地方分権を進めます。

〇立法事実もなく、地方分権改革に逆行する

補充的指示権については廃止を目指し、それま

での間、国と自治体間の事前の協議・調整、事

前の国会承認など、厳重な歯止めをかけます。

〇自治体が行った処分について国等に審査

請求や再審査請求をすることができる裁定的

関与について、分権・自治推進の観点から見

直しを行います。

〇国と地方の税源配分について、当面は5対

5とすることを目標として、地方税の配分割合を

さらに引き上げます。

〇地方交付税を増額し、財源調整・保障機能

を強化します。地方交付税の法定率を引き上

げ、臨時財政対策債の廃止を目指します。

〇自治体で働く非正規職員（会計年度任用職

員など）の処遇改善などに取り組みます。必要な

人員を配置できるよう地方公務員の総人件費

を十分に確保するようにします。技術・技能職や

資格職、専門人材の育成・確保を強化します。

〇「国と地方の協議の場」が実質的な決定の

場となるよう、制度面の充実を図ります。

〇公立病院が引き続き地域医療の要として機

能を果たせるよう、繰出基準及び普通交付税

や特別交付税の算定基準を引き上げるなど、

制度全体を見直します。

〇軽油引取税の「当分の間税率」を廃止し、

軽油の価格を引き下げます。自治体財政の減

収分は確実に補填します。

（地域活性化）
〇「地方創生」政策の検証を行います。地方と

連携・協力しながら、少子化や人口減少、東京

一極集中の流れを食い止め、必要な対策を強

力に展開するよう、国に人口戦略を総合的に

推進する体制を整えます。

〇リモートワーク環境の一層の整備により地方

移住を促進するとともに、二拠点居住の課題を

整理し、地域活性化を後押しします。

〇「地域おこし協力隊」の改善・充実、農林水

産業、観光業、商工業、IT産業等への参入支

援をはじめとする外部人材の活用、地方への

移住（Uターン、Iターン、Jターン）を積極的に支

援します。

〇「小さな拠点」による地域づくりを進め、過疎

地域や中山間地域などの暮らしを守り、コミュ

ニティを維持します。

〇地方大学と産官学の連携を強化し、人口の

流出防止・定着を図ります。

（国土交通政策）
〇地域公共交通の持続可能性を高め、移動

の権利を保障します。交通従事者を支援し、人

と環境に配慮したモビリティを目指します。

〇カーボンニュートラル実現に向け、道路・鉄

道・水運など多様な交通手段による地域間移

動や物流の効率化を進めます。

〇建築物のバリアフリー化、耐震化、省エネ

化、長寿命化を推進し、不動産・建設市場の活

性化につなげます。

〇生活者密着型の事業を優先しながら公共

事業の選択と集中を図ります。老朽化が進む

公共インフラの計画的な更新・統廃合を進め

るとともに、国民の命を守るための対策や地方

公共団体への財政・技術支援を強化し、安全

性の確保と災害対応力の向上を図ります。

（交通まちづくり政策）
〇人口減少や高齢化、地球温暖化などの課

題に対応するため、環境負荷の少ないコンパ

クトシティの形成を含め、まちづくりと交通を一

体で捉え、公共交通を軸とした持続可能な交

通体系を構築します。

（観光政策）
〇エコツーリズムやグリーンツーリズムを推進

し、オーバーツーリズム対策と併せて、文化芸

術や食文化など日本の強みを生かした観光施

策を展開します。

（グリーンインフラ整備）
〇自然と共生する持続可能な国土を目指し、グ

リーンインフラ整備を推進します。老朽化対策

や地域密着型整備により、防災力向上と雇用

確保を図ります。

（物流政策）
〇物流の実態と政府の対応を検証し、荷主・

事業者・消費者が協力して物流を支える体制

を構築します。商慣行の見直しや効率化、行動

変容を通じて、総合的な対策を講じます。

（家賃支援）
〇住まいの安心を確保するため、新たな家賃

補助制度を創設します。

【外交・安全保障】
〇現行の安保法制については、立憲主義およ

び憲法の平和主義に基づき、違憲部分を廃止

する等、必要な措置を講じ、専守防衛に基づく

平和的かつ現実的な外交・安全保障政策を築

きます。

〇アジア太平洋地域において、大国間の緊張

緩和と信頼醸成のため、日米のみならず、日中

韓を含めたASEAN＋3、米露豪印等も含めた

EAS（東アジア首脳会議）、APECを重視し、さ

らにはQUAD（日米豪印）の参加国を増やし、

英仏独、ASEAN、時に韓国などを加えた

QUAD＋（プラス）に進化させていきます。

〇非核三原則を堅持し、不拡散・軍縮のため

の取り組みに積極的・能動的な役割を果たし

ていきます。

〇尖閣諸島がわが国固有の領土であることは

歴史的にも国際法上も疑いがなく、現にわが

国はこれを有効に支配しています。同諸島を

巡って解決すべき領有権の問題は存在せず、

今後とも平穏かつ安定的に維持・管理してい

きます。力による現状変更の試みには毅然とし

て対処します。

〇ロシアのウクライナ侵略における早期停戦

を求める一方、わが国固有の領土である北方

領土については、停止された北方墓参の再開

を求めるとともに、四島の帰属の問題を解決し

平和条約を締結すべく、これまでの日露間の諸

合意、法と正義の原則を基礎として、ロシアと

の交渉を求め続けます。ウクライナへの支援を

継続します。

〇ガザ侵攻については、全ての紛争当事者

に、国際人道法等の国際法を厳守し、即時停

戦に向けて行動するよう強く求めます。

〇わが国固有の領土である竹島の問題は、国

際法に従って平和的な解決を粘り強く求めて

いきます。

〇台湾海峡の平和と安定は、わが国の平和と

安定に密接に関係しており、両岸問題が平和

的に解決されることが何よりも重要です。その

ための外交努力、平時からの安全保障協力、

わが国周辺地域の常時警戒監視、情報収集、

台湾海峡情勢に関するハイレベルな情報交

換を進めます。

【教育・子育て支援】
（一人ひとりの学びのための
環境整備）
〇一人ひとりの理解度や状況に応じた多様な

学びの機会を確保します。

〇いじめや虐待などが起きた場合に、子どもの

権利を最優先に擁護し、第三者として調査権

限と提言機能を備えた「子どもコミッショナー」

を設置します。

〇不登校、ひきこもり、いじめ、虐待の問題への

取り組みを強化します。

〇市町村立の小規模高校設立や夜間中学

設置の促進、フリースクールへの支援の拡充、

オンライン学習等の積極的活用、周辺学校と

の連携強化を推進します。

〇教職員定数の充実や、スタッフ職の増員、臨

時・非常勤教職員の労働環境改善等により、

教員不足を解消し、教員が子どもと向き合う時

間を確保します。

〇学習指導要領の見直しによる年間総授業

時数の削減、給特法（公立の義務教育諸学

校等の教育職員の給与等に関する特別措置

法）の廃止の検討、部活動の地域社会への

移行、少人数学級の推進、大幅な増員などを

行い、教職員の長時間労働の是正と処遇改

善を進めます。

（多様性を尊重し、自ら選択肢を
見つけ、選ぶことのできる学校）
〇性別・年齢・国籍の違い、障がいの有無、異

なる価値観などを認め合い、多様性を尊重し、

自ら人生の選択肢を見つけ、選ぶことのできる

教育を推進します。

〇多様な職業を早期に学習・体験することで、

将来の職業を自らの意思で選択でき、個性と

能力を磨く機会が十分に得られる学校教育を

目指します。

〇学級や学年の枠に縛られず、柔軟に教育を

受けられる学校にします。また、時代にあった能

力を身につけるための学習指導要領の抜本的

見直しやICTの活用、飛び級制度の推進、担

任制の見直しなど、より自由で弾力的な学校運

営ができる制度をつくります。

〇健全な教育の情報化を目指し、ICTの支援

員や通信環境の充実、機器更新時のフォ

ロー、授業内容や教員養成課程の見直しを図

ります。

（研究力の強化）
〇科研費・国立大学運営費交付金・私学助成

の抜本的な拡充を図ります。研究者や大学院

生の処遇改善を進め、安心して研究に専念で

きる環境を整備します。基礎研究は短期的な

成果の見込めるものに限らず、広く継続的に

実施できるよう予算を拡充します。

（文化芸術の振興）
〇日本の伝統的な文化芸術を継承し発展させ

るとともに、新たな文化芸術の創造を振興しま

す。また文化財保護を強化します。

〇さらなる文化芸術振興のため、文化芸術振

興基本法の支援対象に「場」や「担い手」を加

えることや、劇場法の支援対象に映画館や小

規模音楽会場を加えること等を検討します。

〇芸術家の地位と権利を守り、生活基盤を支

える「芸術家福祉法」を制定します。

〇文化芸術の振興を図るため、基金の公的資

金の増額や民間からの資金増加を図る仕組

みを検討します。若年層が文化芸術に触れる

機会を増やす施策を検討します。

（妊娠・出産、子育て支援の強化）
〇出産費用を無償化します。

〇妊娠から出産・子育てまで一貫して子どもの

育ちを支援し、家族全体の心身の健康サポート

を行う日本版「ネウボラ」（子育て世代包括支援

センターを中核とする子どもの育ちや子育てを

支える地域ネットワーク）を全国で推進します。

（保育士不足の解消、質の高い保育
の提供）
〇保育士配置基準を見直すとともに、保育所

等への給付を子どもの人数ではなく真に必要

な保育士数に応じたものにするなど公定価格

制度を見直し、保育の質を高めます。

（子ども・若者の居場所づくり）

〇子ども食堂・学習サポート事業などを促進し、

助成を拡大します。

〇気軽に立ち寄れる安全な居場所を確保する

ため、若者の交流場所、勉強場所、食事などを

提供する拠点をつくります。

（子どもを性犯罪から守る）
〇未成年に対する性暴力に係る公訴時効に

ついて、被害者の視点から検討を行います。

【社会保障】
（年金）
〇現役世代と若者の年金（厚生年金・国民年

金）の底上げを行います。それによって一時的

に影響が出る一部の高齢の方々に対して、緩

和措置を実施します。

〇短時間労働者に対する厚生年金の適用拡

大を進めるにあたり、企業規模要件について

は、新たに適用される事業所に対して必要な

支援策を講じた上で撤廃します。

（医療）
〇高額療養費制度の見直しについては、今年

秋までという短期間でなく、1年間程度、丁寧に

時間をかけて再検討します。その際、高額療養

費の自己負担限度額の引き上げは行いませ

ん。まずは、その代わりに軽症患者の医療費を

優先して見直します。

（障がい・難病）
〇障がい福祉事業所の安定的な運営のため

に、次期改定を待たずに令和6年度の障害福

祉サービス等報酬改定を見直します。現場の

支援実態を顧みない報酬体系の導入や基本

報酬の減額等を見直し、事業所に対する適切

な評価や基本報酬の引き上げを行います。

〇包括的な難病対策の促進に向け、難病等

に対する有効な新規治療薬・治療方法の開発

を進めるとともに、新たな治療薬の実用化に当

たっては早期診断や早期治療が可能となるよ

う医療提供体制を早急に整備します。

（総合合算制度）
〇誰もが必要な医療・介護・障がい福祉・子育

て支援などのベーシックサービスについて、必

要なときにためらうことなくサービスが受けられる

よう拡充します。その際、医療・介護・障がい福

祉等に関する社会保障サービスの自己負担の

合計額について、所得に応じて上限を設ける

総合合算制度を創設します。

【働き方】
〇有期雇用は臨時的・一時的な雇用に限定

し、一定期間経過後に無期雇用に転換する

ルールを強化するとともに、「期間比例原則」

の導入で有期雇用労働者に対する処遇格差

をなくします。

〇派遣労働は真に労働者の専門性を発揮で

きる職種等に限定するとともに、「平等取扱い

原則」を導入して処遇格差を解消します。

〇フリーランス、就活中の学生などへのセクハ

ラも含めた「セクハラ禁止法」を制定します。

〇消費者の権利である正当なクレームの機会

を確保しつつ、労働者保護のためのカスタマー

ハラスメント対策を講じます。

【経済・産業】
〇標準、規格、特許の分野での人材育成を強

化し、国際標準化を主導します。

〇中小企業憲章の理念に基づき、産業・雇用

の中核的な役割を担う地域の中小企業を育て、

地域資源を生かした事業への投資を促進し、事

業継続、生産性向上、新事業の創出、事業承継

などへの支援の拡充を総合的に行います。

〇鉄鋼分野における水素還元技術や革新電

気炉等を世界に先駆けて実用化するため、国

の財政支援を行うこと等により、カーボンニュー

トラルを進める中においても、鉄鋼産業の競争

力・持続可能性の確保と雇用維持を図ります。

〇わが国の基幹産業である自動車産業の脱

炭素化を長期的、総合的かつ計画的に推進

し、国際的な貿易事情や経済的・社会的環境

の変化に対応しつつ、国際競争力の維持・強

化を図ります。また電気自動車（EV）の充電ス

タンドや燃料電池車の水素スタンドの設置支

援、EV・燃料電池車の開発・普及促進、次世

代の蓄電技術の開発・製造支援、燃料の脱炭

素化推進など、基盤整備を強力に進めます。

〇特定条件下での完全自動運転（レベル4）・

完全自動運転（レベル5）を社会実装するため、

研究・開発支援と普及・拡大に向けて関連する

法整備等を総合的に進めます。

○新たに増やした正社員の人数に応じて中小

企業の社会保険料負担を軽減します。

〇地域の伝統文化について活性化を図ること

で産業として確立し、それら日本文化を観光コ

ンテンツとして活用することを通じ、マイクロツー

リズム市場の拡大を図ります。

〇身近な分野で共助の精神で活動する新興

企業やＮＰＯ法人などへの社会的投資（インパ

クト投資）を促進して、社会・環境課題への対

応と事業性の両立を支援します。

〇過疎や人口減少・高齢化による地方の課題

に対して、解決につなげるための新しい技術を

導入する自治体や中小企業等の取り組みを支

援します。

〇コロナ禍により多額の借入れを余儀なくされ

た中小企業の事業再生と雇用維持を図るた

め、過剰債務について、減免の法的整備等や

資本性資金への転換促進を金融機関の理

解・協力を得て行い、地域経済を守ります。

（ビジネスと人権）
〇ビジネスと人権をテーマに政府の政策を見

直し、企業やNGOなどステークホルダーとの意

見交換を行い、有効な政策や法整備について

検討します。これにより、男女平等政策の促進

やLGBTQI＋の権利保障、人種差別に対する

断固とした対応、気候正義の観点による政策

転換等の人権保護・尊重の取り組みを促進

し、企業価値の毀損や収益減少のリスクを回

避するとともに、消費者や投資家からの理解を

得て、収益の増加や企業価値の向上等につ

なげます。

【エネルギー】　
（気候危機・気候変動対策）
〇気候変動は人類存亡につながる人類共通

かつ最大の脅威であり、これまでにない厳しい

気象現象や自然環境へのダメージなどの形で

顕在化し、気候危機といわれる時代を迎えてい

ます。将来世代への責任を果たすため、あらゆ

る施策を総動員し、気候危機からの脱却を実

現します。

〇気候変動対策推進のため、国民の意見を

気候変動対策・エネルギー政策に反映させる

仕組み（抽選による国民会議の設置＝くじ引き

民主主義）の創設や法律名の変更など、地球

温暖化対策推進法を抜本的に見直します。

〇将来世代への影響を長期的観点から検討

する「未来世代委員会」を創設し、公平公正で

開かれた科学的な政策議論を行い、国会や政

府に対して提言・勧告を行うことができるように

する、「未来世代法」の制定を目指します。

〇各産業の脱炭素化を進めるにあたり、地域

振興、新産業育成、雇用の公正な移行を強力

に支援します。

（エネルギー）
〇気候危機対策を強力に推進し、2050年再

生可能エネルギーによる発電割合100%を目

指し、2050年までのできる限り早い時期に化

石燃料にも原子力発電にも依存しないカーボ

ンニュートラル（温室効果ガス排出実質ゼロ）

達成を目指します。

〇今後10年で省エネ・再エネに200兆円(公的

資金50兆円)を投入し、年間250万人の雇用

創出、年間50兆円の経済効果を実現します。

〇省エネルギーのさらなる推進と併せて、日本

の資源である再生可能エネルギーを最大限活

用することで、年間20兆円を超える資源輸入

のための国富流出を止め、日本経済の成長に

つなげるとともに、再生可能エネルギー中心の

災害に強い地域分散型エネルギー社会を実

現します。

〇日本では活用可能な多くの熱が利用されて

いないことから、熱利用の拡大を目指します。地

中熱や河川熱などの再生可能熱や廃熱利用

の拡大、電熱併給のコジェネレーションの導

入、熱エネルギーの面的利用（地域熱供給

等）、コミュニティ単位での活用、廃熱のカス

ケード利用、断熱の徹底などにより、熱エネル

ギーの効率的な利用を進めます。

〇遅れている建物の断熱化・ゼロエミッション

化を推進します。建て替えや改修の際の補助

金・税制優遇、金融支援、省エネ努力の「見え

る化」等により、2030年に全建物の10％のゼ

ロエミッション化（リアルZEB、ZEH）を実現しま

す。地域の工務店・建設会社の参入を促進し

て地域経済の活性化につなげます。

〇環境破壊につながる太陽光発電や風力発

電の大規模開発を最大限抑制しつつ、屋根置

き太陽光発電や営農型太陽光発電（ソーラー

シェアリング）の普及を進めます。

（原子力発電）
〇原子力発電所の新増設は認めません。廃炉

作業を国の管理下に置いて実施する体制を構

築します。

〇実効性のある避難計画の策定、地元合意

がないままの原子力発電所の再稼働は認めま

せん。

【環境】
〇強力な台風や線状降水帯などの発生による

自然災害が激化していることから明らかなよう

に、地球温暖化による気候変動は、人が豊か

に生きる地球環境を破壊する最も重要な要因

の一つです。また、環境省の前身である環境庁

の原点、水俣病問題は解決しておらず、それど

ころかPFAS汚染問題など新たな公害が発生

しています。これまで続く経済優先一辺倒では

なく、人命や環境を重視し、環境と経済の好循

環を目指します。

〇専門家だけでなく、NGO・NPO、将来世代で

ある若者や関係者の意見を丁寧に聞き、環境

分野での政策立案を共に進めるとともに、国会

の委員会等への参考人として積極的に招致し

ます。

（水俣病被害救済）
〇2024年5月1日の環境大臣と水俣病被害

者団体との懇談の場で起きた発言遮断はあっ

てはならないことです。特措法による救済の迅

速な審査のために設けられた認定基準や地域

指定が、かえって被害者の足切りに使われ、被

害者の救済を妨げる要因となってきた事実に向

き合い、十分に被害者から聞き取ることで、被害

者が求める健康調査の実施を目指します。

（PFAS汚染対策）
〇PFAS汚染問題は、生きる上で基本となる

安全な水の確保の問題です。汚染源特定の

ためにモニタリングの強化を図るとともに、広く

血液検査を行い、PFASの血中濃度が高い場

合に相談や支援につながる仕組みを設け、こ

れ以上のPFAS汚染の拡大防止と市民の不

安の解消を目指します。

（生物多様性）
〇豊かな生物多様性を守るため、2030年「昆

明・モントリオール生物多様性枠組」に定めら

れたネイチャー・ポジティブの実現を目指します。

〇日本の美しい自然、豊かな生態系を後世に

引き継ぐため、民間が行うナショナル・トラスト活

動に対し支援を行う法制度（ナショナル・トラス

ト法案）の検討を進めます。

〇海外から流入し日本の木材市場に悪影響を

及ぼす違法伐採木材を日本の市場から排除す

るため、合法性の確認を徹底する仕組みや、違

法伐採木材である可能性を否定できない木材

流通の在り方について検討します。

〇人と動物が幸せに暮らす社会に向け、動物

を飼養・管理する者の責務と動物取扱業者の責

任の強化、動物に不必要な苦痛を与える虐待行

為に対する罰則の強化などに取り組みます。

（資源循環・脱使い捨てプラスチック）
〇プラスチック汚染に関する法的拘束力ある

国際条約の策定に向け、実効的な国際条約と

なるよう後押しします。

〇廃棄物を有価物であると称するなどの不適

正事例によって、環境や地域住民の健康への

悪影響の懸念が生じるとともに、対応する自治

体の負担も増加していることから、廃棄物の定

義を明確化し、排出者責任を徹底させるととも

に、国として責任ある対応を行います。

【農林水産】
（食料・農業・農村政策）
〇農林水産業は、国民生活に必要不可欠な

食料を安定的に供給する、食料安全保障の基

盤です。また、その生産活動を通じて、国土・自

然環境の保全、集落の維持・発展、地域文化

の伝承等、多面的機能を発揮しています。こう

した農林水産業の経営の持続的・安定的発

展を図る施策を展開します。

〇食料自給率が４割を下回っている現状に

あって、食料安全保障の確立は、喫緊の課題

です。かつて実施された農業者戸別所得補償

制度を礎（いしずえ）に、消費者・国民へ農産物

を安定的に供給する基礎となる農地を維持す

るため、農地に着目した新たな直接支払制度を

創設するとともに、主食用米の再生産を確保

する制度を整備し、家族経営や集落営農、雇

用就農の受け皿ともなる農業法人を積極的に

支えます。

〇国民に対する食料の安定供給を確保するた

めには、農地の維持と農業人材の確保が必要

不可欠です。そのため、次の時代を担う農業者

を幅広く育成・確保するため、「農業をやりた

い」という人に就農準備から経営発展に至る

各段階に応じたきめ細かな支援を強化・拡充し

ます。

〇鳥獣被害対策、二地域居住・農的関係人

口の増加、地域資源の活用、地域の伝統的な

食品産業の活性化、有機農業の振興、再生

可能エネルギー資源の活用、貴重な農業人材

である障がい者の活躍の促進等の施策を講ず

ることにより、農山漁村を再生・振興します。

〇肥料・飼料・燃油など生産資材の高騰対策

の強化と、供給体制の整備・安定を図ります。

（森林・林業政策）
〇適切な森林管理の支援、国産材の安定供

給体制の整備などにより、「木材自給率50％」

を目指します。適正に管理された森林から産出

した木材を認証する制度を推進し、違法伐採

木材の国内流通を阻止する実効性ある施策

の検討を行います。

〇花粉症対策として、無花粉・低花粉の苗木の

生産拡大を進め、建築分野における需要創出

策とともに、伐採加速化計画を策定・実行しま

す。花粉飛散防止剤の実用化等を進めます。

（水産政策）
〇水産関係者が地域の実情に即した対応策を

自ら考え合意する「浜の活力再生プラン」の目

標達成に必要な資源管理、生産基盤整備、流

通・加工対策、魚価対策等の支援を行います。

〇水産資源の管理にあたっては、科学的調査

を一層進め、資源評価の精度を高めるとともに、

漁業者の意見を十分に聞いて、その経験と知

識を生かします。TAC制度の適用や地球規模

での資源変動などによって漁業者の収入が減

少する場合には、十分な補塡措置を講じます。

（政治改革・選挙制度）
〇政治資金収支報告書に関する政治家本人

の責任・罰則を強化します。政治資金収支報

告書等の公開時期を前倒しするとともに、保

存・公表期間を延長します。

〇登録政治資金監査人による外部監査の対

象を拡大するとともに、収入についても監査を

義務付けます。政治資金に関する独立の第三

者機関を設置します。

〇国会議員関係政治団体から100万円以上の

寄附を受けた政治団体の収支報告は、国会議

員関係政治団体並に厳しい規制を適用します。

〇政治資金パーティーについては、まず企業・

団体による購入を禁止し、収入の公開強化、オ

ンラインパーティーの規制強化を行います。

〇個人の政治献金の控除を抜本的に拡充し、

個人献金を促進します。

〇選挙制度、議員定数、衆議院と参議院の在

り方などについて、不断の見直しで、国民の声

がより反映される政治を実現します。

〇選挙の公平・公正や民主主義への信頼の

確保の観点から、表現の自由や選挙運動の自

由を尊重しつつ、公職選挙法の改正に取り組

みます。

〇「インターネット投票」を社会実装し、紙の通常

投票に加えて、公示・告示から投票日前日まで24

時間、いつでもどこでも投票を可能にします。

（行政改革・行政監視）
〇内閣官房に総理直轄の真相究明チームを

つくり、森友・加計・桜を見る会問題などについ

て、タブーなく情報を全て開示し、真実を明らか

にします。

〇公文書管理制度と情報公開制度を抜本的

に強化し、独立性及び専門性を持った新たな

機関として、「公文書院」を設置します。

〇内閣人事局による幹部職員人事制度を見

直し、官邸の強すぎる人事介入を改めます。

〇国会による行政の監視及び立法に関する

機能の充実・強化を図るため、「行政監視院」

を国会に設置します。

〇法律の制定・改廃を国民が発議できる国民

発案権（イニシアティブ）制度を導入します。

〇問題があると思われる国の財務行為につい

て、国民が、会計検査院に対して監査を請求

し、会計検査院の対応が不十分なときは、国な

どを被告として必要な措置を取るよう請求する

訴訟を提起できるよう、公金検査請求訴訟制

度を創設します。

〇行政改革でムダづかいをなくし、ベーシック

サービスを充実させます。

【憲法・皇位継承】
（立憲主義を進化・徹底させる）
〇立憲主義と現行憲法の理念に基づき、権力

を制約し、国民の権利を拡充する議論を進めま

す。解散権濫用防止法を制定し、解散権の恣

意的な行使を規制します。臨時国会召集期限

の明記、政府の情報公開義務、地方自治の充

実について議論を深めます。自民党の9条改

正案は、平和主義を空文化させるもので、反対

します。

（公平・公正な国民投票の実現）
〇憲法改正に関する国民投票は、国民の権利

を左右する極めて重要な機会であるため、国民

投票法制定後のネットの急速な発展などの環

境変化を踏まえ、広告放送、ネット有料広告、運

動資金、外国人からの寄附を規制するとともに、

偽・誤情報対策などの法改正を行います。

（国会議員の任期延長について）
〇衆議院の解散や任期満了による衆議院議

員の不在時に発生した緊急事態に対して、議

員任期延長を含む新たな緊急事態条項を憲

法に定める必要はありません。憲法54条で、参

議院の緊急集会が国会機能を代行できると規

定され、緊急事態に応じた個別法令も整備さ

れています。

（皇位の安定的継承）
〇皇位の安定的継承と女性宮家の創設に向

けて、立憲民主党「安定的な皇位継承に関す

る検討委員会」の「論点整理」に基づいて、拙

速にではなく、丁寧に国民の総意を作っていく

ための議論を行います。

主な
政策項目
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【食料品消費税0％】
〇2026年4月から食料品に係る消費税を現

在の8%から0%に下げます。まずは1年間とし

た上で、経済情勢等を見ながら1回だけ延長可

能とします。

【内閣】
〇組織の肥大化による弊害を解消するため、

内閣官房・内閣府をスリム化します。

〇忖度のないよう内閣人事局など公務員制度

の在り方を再検証します。

〇ハローワークの職員や消費生活相談員、図

書館司書など国家公務員・地方公務員の正規

雇用化を進め、期待される役割を担える体制を

取り戻します。 

〇職員OBを介した再就職あっせん行為等の

規制の新設など「天下り規制法」を制定し、

「天下り」によって政策決定過程が歪められる

ことを防止します。 

〇国民の知る権利を守るため特定秘密保護

法を見直し、国会や第三者機関の権限強化も

含め行政に対する監視と検証を強化します。 

〇規制改革推進会議や国家戦略特別区域

諮問会議を廃止し、法規制は国会議員が責任

を持って議論・検討できるようにします。 

〇NPOなどの多様な主体を支援し、ソーシャル

ビジネス、コミュニティビジネスや協同労働をさら

に推進し、官民で雇用創出・社会的課題の解

決に取り組みます。

〇「IR（統合型リゾート施設）推進法・整備法」

を廃止し、賭博性が高く、治安の悪化が懸念さ

れるカジノ事業は中止します。

【デジタル・IT】
〇クラウドやAIの国産化を重点的に支援し、デ

ジタルサービスやコンテンツの輸出促進でデジ

タル黒字への転換を目指します。

〇「デジタル」と「アナログ」の掛け合わせで、

一人ひとりに最適なサービスとアクセス手段の

個別提供を目指し、国民のための行政DXを進

め、誰ひとり取り残されない、全ての国民が快

適に暮らせる社会を目指します。

〇国民が行政府や立法府の意思決定プロセ

スに直接参加できる「シビックテック（市民によ

るデジタルを活用した課題解決）」を社会実装

します。

〇個人情報保護法など国内関連法を、EU一

般データ保護規則（GDPR）など海外の法制

度を基準に改正し、自己情報コントロール権等

について明確化します。

【災害対策・復興政策】
〇準半壊・一部損壊の住宅再建の支援がな

く、大きな家屋の修理には多額の費用がかか

ることから、準半壊・一部損壊であっても、求め

があれば公費解体できるように取り組みます。

〇国と地方の連携強化、災害時に被災自治

体へ権限・予算を移譲する法整備の検討、事

業再建・社会インフラ復旧への支援などを進め

ます。

〇被災者生活再建支援政策の拡充、個人対

象の「災害損失控除」の創設、法人の災害損

失特別勘定の適用要件の緩和、消防団・ボラ

ンティアへの支援などを図ります。

〇交付金交付、雪下ろし作業用の命綱固定

アンカーの普及・促進などが盛り込まれた改正

豪雪対策特別措置法を活用し、除排雪の人

材確保、高齢者・障がい者への配慮、雪冷熱

エネルギーの活用、情報システムの改善などに

一層取り組みます。

（東日本大震災からの復興）
〇被災地域に対する海外からの誘客、修学旅

行等の団体旅行誘致などの地方の取り組みを

支援し、「東北観光」を重点的に位置付けると

ともに、国際会議やスポーツ大会等の大規模

イベントの東北開催について特段の配慮を行

い、被災地域全体への来訪を促進します。

【財務金融・税制】
（財政健全化）
〇格差を是正する税制改革による財源確保

や、行政需要の変化に応じた予算配分、適切

な執行、成長力の強化による税収増など、歳

出・歳入両面の改革を行い、中長期的に財政

の健全化を目指します。

〇国会の下に独立財政機関を設置して、主要

政策の費用対効果や財政の見通しを客観的・

中立的に試算・公表するとともに、その試算に

基づき「中期財政フレーム」（３カ年度にわたる

予算編成の基本的な方針）を策定することを政

府に義務付けることで、放漫財政を改めます。

〇外国為替資金特別会計（外為特会）につい

て、為替評価益を含めた純資産全体で健全な

財務状況を維持できている場合には、決算剰

余金の全額を一般会計に繰り入れます。また、

円貨を獲得した場合、必要に応じて、決算を待

たずに一般会計に繰り入れることができるよう

にします。

（金融の機能強化、健全な発展）
〇金融機関のノウハウを生かし、リバースモー

ゲージ、人材の融通、仮想地域通貨の発行な

ど、生活者・事業者・地域の将来不安を解消す

るためのビジネスモデル構築に向けた支援を

行います。

〇金融教育を充実させることで、個々人の経

済力やライフプランに即した適切な資産運用を

促し、投機的な取引等によって損失を被ること

を防ぎます。

（公平・公正な税制改革）
〇金融所得課税については、「１億円の壁」の

解消に向けて、当面は分離課税のまま超過累

進税率を導入し、中長期的には総合課税化し

ます。なお、中間層増税を避けるため、一律の

税率引き上げは行いません。

〇高校生年代（１６～１８歳）の親族に係る扶

養控除については、児童手当が子育て支援の

観点から十分な額とならない限り、現行の控除

額を維持します。

〇法人税については、効果のない租税特別措

置の廃止、受取配当等益金不算入制度の見

直しなどにより、法人の収益に応じて応分の負

担を求める税制に改革します。

〇「賃上げ促進税制」については、雇用者の

約７割を抱える中小企業の多くが赤字法人で

あることから、賃上げに有効な手段とは言えな

いため、廃止して、これによる税収増を他の有

効な政策の財源に充当します。

〇巨大IT企業等のいわゆる国際プラット

フォーム企業が、ビジネスを展開し利益を上げ

ている国でほとんど納税していない実態に対

し、法人税の最低税率に関する国際合意が実

現したことも踏まえ、国際課税の枠組みをさらに

強化します。

〇資産格差が拡大・固定化している現状に鑑

み、税率構造や非課税措置の見直しなどによ

り、相続税・贈与税の累進性を高めます。

〇外国人旅行者向けの消費税免税制度につ

いては、円安によりインバウンド消費が堅調に推

移する一方で、わが国の財政が厳しい状況にあ

ること等を踏まえて、必要な見直しを図ります。

〇近年、大きな災害が多発していることを踏ま

え、災害による担税力の喪失を最大限に勘案

する観点から、雑損控除から独立した「災害損

失控除」を創設し、繰越控除期間を延長すると

ともに、人的控除の後に適用するものとします。

〇印紙税制度については、同様の内容でも電

子文書の場合は課税されない、金額が同じで

あっても契約の種類により税額が異なり、契約

書作成時に大きな負担となるなど、さまざまな不

合理・不公平な現象が生じており、生産性の向

上を阻害していると考えられることから、廃止し

ます。

〇納税者の権利利益の保護、利便性の向上

等を図る観点から、「納税者権利憲章」の制定

を含め、納税環境の整備を進めます。

【人権】
（ジェンダー平等）
〇個人通報制度や調査制度を定める女性差

別撤廃条約の選択議定書を批准し、ジェン

ダー平等を実現するための法整備を進めます。

〇DV対策や性暴力被害者支援など、困難を

抱える女性への支援を充実させます。

〇若年期からの包括的性教育を充実させ、セ

クシュアル・リプロダクティブ・ヘルス/ライツ

（SRHR）を尊重します。

（SOGI）
〇GID特例法を改正し、トランスジェンダーの

戸籍上の性別変更要件を緩和します。

（多文化共生）
〇「多文化共生社会基本法」を制定し、国民

及び在留外国人が、相互に人格と個性を尊重

しつつ支え合いながら共生することのできる社

会を形成します。

〇難民等の認定と保護、出入国管理・収容制

度の問題を抜本的に改善・透明化する「難民

等保護法・入管法等改正法」の制定を目指し

ます。

〇在留制度全般を見直すとともに、外国人一

般労働者雇用制度の整備を推進します。

（差別解消）
〇あらゆる差別の解消を目指し、「包括的差別

禁止法」を制定します。

〇国連の「パリ原則」に基づいた人権救済機

関を設置します。

〇「ヘイトスピーチ解消法」における取り組みを

拡大し、国際人権基準に基づいて、人種などを

理由とする差別的言動を禁止する法律の制定

など、あらゆる差別撤廃に向けた動きを加速さ

せます。

〇インターネットやSNS上の差別や誹謗中傷、

人権侵害等への対策を強化します。

（孤独・孤立対策）
〇孤独を理由に自死する人が絶えないなか、自

殺統計原票の調査項目を増やすなどして、自殺

の原因・動機の究明を進め、対策を講じます。

〇「身近な相談員」である民生委員（特別職の

地方公務員・非常勤、給与なし）の処遇を改善す

るとともに増員し、現場の実態把握を進めます。

（法務）
〇えん罪を防ぐため、取調べの録音・録画対象

の全事件・全過程への拡大や、取調べに弁護

人を立ち会わせる権利の規定の創設などに取

り組みます。

〇犯罪の被害者やその家族、また、加害者の

家族に対しての精神的・経済的・社会的なケア

が十分に制度化されるよう、調査・検討します。

〇再犯防止と社会復帰の施策を拡充します。

保護司の処遇改善を図り、安全確保を徹底し

ます。

〇性犯罪の公訴時効の延長・撤廃や地位利

用の性犯罪規定の新設などの見直しに取り組

みます。

〇裁判所の業務負担の増大に対応するため、

人的・物的体制を強化します。

〇法テラスの報酬適正化や無料法律相談の

期間延長などを検討します。

【消費者問題】
（消費者の権利実現）
〇事業者と消費者との間に情報の質・量、交

渉力に構造的な格差があることから、「消費者

の権利の保障」を第一として、消費者行政強

化と消費者保護を推進します。また、現在消費

者庁では、消費者と事業者の間の情報や交渉

力の格差だけでは消費者被害を捉えることが

困難との考えから、消費者法制の抜本的見直

しが進められていることを評価しつつ、消費者

の権利の実現に向けて後退することがないよ

うフォローします。

（消費者被害への対策強化）
〇悪質商法から消費者を守り、消費者被害が

疑われる際にさらなる消費者被害の発生を食

い止めるため、立入検査の徹底、業務停止命

令などについて、運用状況の見直しを含めて

抜本的に見直します。2023年、消費者委員会

の専門部会から、ジャパンライフ等の破綻必至

商法による被害の回復が現行制度では困難

であることから、今後の政策提案を含めた報告

書が出されたことを受け、またＳＮＳ投資や不動

産クラウドファンディングなど新たな商法が増

加していることから、現行法制にとらわれず、総

合的に消費者被害対策を検討します。

（消費者行政の強化）
〇消費者がいつでもどこでも相談できる体制を

つくります。地方消費者行政を継続的に下支え

する財源を確保し、消費者行政担当者や消費

生活相談員に対する研修体制の構築、消費

生活相談員の雇用形態や処遇の改善による

人材確保等に取り組み、地方消費者行政及

び消費生活相談機能の充実・強化を図ります。

（食品ロス削減）
〇サプライチェーンを通じた連携やフードバンク

等の取り組みを推進するため、生ごみの資源

化や個人・企業によるフードバンク等への食品

の現物寄付に関する税制優遇措置、意図しな

い不慮の食品事故についての寄付者への免

責制度の導入、商慣習の見直し等による食品

ロス削減に資する供給システムの確立を進め

ます。

（エシカル消費等の推進）
〇環境・社会や安全に配慮された製品や商品

を優先的に購入・使用する「エシカル消費」を

推進するため、企業の取り組みを後押しする仕

組みを検討し、環境保護・人権保護・動物福祉

など表面化しにくいさまざまな課題の解決につ

なげます。

（旧統一教会被害対策）
〇旧統一教会（世界平和統一家庭連合）によ

る悪質な高額献金等による被害対策関連法

について、実効的な被害者救済策とするべく、

弾力的な改正を検討します。

〇旧統一教会の財産保全関連法は、確実に

財産を保全するにはまだ課題があることから、

被害者救済の原資が失われない方策の実現

を目指します。

【地域・国土交通】
（総務・地方分権）
〇人口減少社会において暮らしの安心を守る

ため、全国どこでも安定した地域公共サービス

を提供できるよう、自治体を支えます。また、時

代の変化に即した地方制度の在り方について

も検討を行います。

〇地域の多様性を尊重した自治体の自主的な

取り組みを重視し、権限や財源を可能な限り自

治体に移譲させる地方分権を進めます。

〇立法事実もなく、地方分権改革に逆行する

補充的指示権については廃止を目指し、それま

での間、国と自治体間の事前の協議・調整、事

前の国会承認など、厳重な歯止めをかけます。

〇自治体が行った処分について国等に審査

請求や再審査請求をすることができる裁定的

関与について、分権・自治推進の観点から見

直しを行います。

〇国と地方の税源配分について、当面は5対

5とすることを目標として、地方税の配分割合を

さらに引き上げます。

〇地方交付税を増額し、財源調整・保障機能

を強化します。地方交付税の法定率を引き上

げ、臨時財政対策債の廃止を目指します。

〇自治体で働く非正規職員（会計年度任用職

員など）の処遇改善などに取り組みます。必要な

人員を配置できるよう地方公務員の総人件費

を十分に確保するようにします。技術・技能職や

資格職、専門人材の育成・確保を強化します。

〇「国と地方の協議の場」が実質的な決定の

場となるよう、制度面の充実を図ります。

〇公立病院が引き続き地域医療の要として機

能を果たせるよう、繰出基準及び普通交付税

や特別交付税の算定基準を引き上げるなど、

制度全体を見直します。

〇軽油引取税の「当分の間税率」を廃止し、

軽油の価格を引き下げます。自治体財政の減

収分は確実に補填します。

（地域活性化）
〇「地方創生」政策の検証を行います。地方と

連携・協力しながら、少子化や人口減少、東京

一極集中の流れを食い止め、必要な対策を強

力に展開するよう、国に人口戦略を総合的に

推進する体制を整えます。

〇リモートワーク環境の一層の整備により地方

移住を促進するとともに、二拠点居住の課題を

整理し、地域活性化を後押しします。

〇「地域おこし協力隊」の改善・充実、農林水

産業、観光業、商工業、IT産業等への参入支

援をはじめとする外部人材の活用、地方への

移住（Uターン、Iターン、Jターン）を積極的に支

援します。

〇「小さな拠点」による地域づくりを進め、過疎

地域や中山間地域などの暮らしを守り、コミュ

ニティを維持します。

〇地方大学と産官学の連携を強化し、人口の

流出防止・定着を図ります。

（国土交通政策）
〇地域公共交通の持続可能性を高め、移動

の権利を保障します。交通従事者を支援し、人

と環境に配慮したモビリティを目指します。

〇カーボンニュートラル実現に向け、道路・鉄

道・水運など多様な交通手段による地域間移

動や物流の効率化を進めます。

〇建築物のバリアフリー化、耐震化、省エネ

化、長寿命化を推進し、不動産・建設市場の活

性化につなげます。

〇生活者密着型の事業を優先しながら公共

事業の選択と集中を図ります。老朽化が進む

公共インフラの計画的な更新・統廃合を進め

るとともに、国民の命を守るための対策や地方

公共団体への財政・技術支援を強化し、安全

性の確保と災害対応力の向上を図ります。

（交通まちづくり政策）
〇人口減少や高齢化、地球温暖化などの課

題に対応するため、環境負荷の少ないコンパ

クトシティの形成を含め、まちづくりと交通を一

体で捉え、公共交通を軸とした持続可能な交

通体系を構築します。

（観光政策）
〇エコツーリズムやグリーンツーリズムを推進

し、オーバーツーリズム対策と併せて、文化芸

術や食文化など日本の強みを生かした観光施

策を展開します。

（グリーンインフラ整備）
〇自然と共生する持続可能な国土を目指し、グ

リーンインフラ整備を推進します。老朽化対策

や地域密着型整備により、防災力向上と雇用

確保を図ります。

（物流政策）
〇物流の実態と政府の対応を検証し、荷主・

事業者・消費者が協力して物流を支える体制

を構築します。商慣行の見直しや効率化、行動

変容を通じて、総合的な対策を講じます。

（家賃支援）
〇住まいの安心を確保するため、新たな家賃

補助制度を創設します。

【外交・安全保障】
〇現行の安保法制については、立憲主義およ

び憲法の平和主義に基づき、違憲部分を廃止

する等、必要な措置を講じ、専守防衛に基づく

平和的かつ現実的な外交・安全保障政策を築

きます。

〇アジア太平洋地域において、大国間の緊張

緩和と信頼醸成のため、日米のみならず、日中

韓を含めたASEAN＋3、米露豪印等も含めた

EAS（東アジア首脳会議）、APECを重視し、さ

らにはQUAD（日米豪印）の参加国を増やし、

英仏独、ASEAN、時に韓国などを加えた

QUAD＋（プラス）に進化させていきます。

〇非核三原則を堅持し、不拡散・軍縮のため

の取り組みに積極的・能動的な役割を果たし

ていきます。

〇尖閣諸島がわが国固有の領土であることは

歴史的にも国際法上も疑いがなく、現にわが

国はこれを有効に支配しています。同諸島を

巡って解決すべき領有権の問題は存在せず、

今後とも平穏かつ安定的に維持・管理してい

きます。力による現状変更の試みには毅然とし

て対処します。

〇ロシアのウクライナ侵略における早期停戦

を求める一方、わが国固有の領土である北方

領土については、停止された北方墓参の再開

を求めるとともに、四島の帰属の問題を解決し

平和条約を締結すべく、これまでの日露間の諸

合意、法と正義の原則を基礎として、ロシアと

の交渉を求め続けます。ウクライナへの支援を

継続します。

〇ガザ侵攻については、全ての紛争当事者

に、国際人道法等の国際法を厳守し、即時停

戦に向けて行動するよう強く求めます。

〇わが国固有の領土である竹島の問題は、国

際法に従って平和的な解決を粘り強く求めて

いきます。

〇台湾海峡の平和と安定は、わが国の平和と

安定に密接に関係しており、両岸問題が平和

的に解決されることが何よりも重要です。その

ための外交努力、平時からの安全保障協力、

わが国周辺地域の常時警戒監視、情報収集、

台湾海峡情勢に関するハイレベルな情報交

換を進めます。

【教育・子育て支援】
（一人ひとりの学びのための
環境整備）
〇一人ひとりの理解度や状況に応じた多様な

学びの機会を確保します。

〇いじめや虐待などが起きた場合に、子どもの

権利を最優先に擁護し、第三者として調査権

限と提言機能を備えた「子どもコミッショナー」

を設置します。

〇不登校、ひきこもり、いじめ、虐待の問題への

取り組みを強化します。

〇市町村立の小規模高校設立や夜間中学

設置の促進、フリースクールへの支援の拡充、

オンライン学習等の積極的活用、周辺学校と

の連携強化を推進します。

〇教職員定数の充実や、スタッフ職の増員、臨

時・非常勤教職員の労働環境改善等により、

教員不足を解消し、教員が子どもと向き合う時

間を確保します。

〇学習指導要領の見直しによる年間総授業

時数の削減、給特法（公立の義務教育諸学

校等の教育職員の給与等に関する特別措置

法）の廃止の検討、部活動の地域社会への

移行、少人数学級の推進、大幅な増員などを

行い、教職員の長時間労働の是正と処遇改

善を進めます。

（多様性を尊重し、自ら選択肢を
見つけ、選ぶことのできる学校）
〇性別・年齢・国籍の違い、障がいの有無、異

なる価値観などを認め合い、多様性を尊重し、

自ら人生の選択肢を見つけ、選ぶことのできる

教育を推進します。

〇多様な職業を早期に学習・体験することで、

将来の職業を自らの意思で選択でき、個性と

能力を磨く機会が十分に得られる学校教育を

目指します。

〇学級や学年の枠に縛られず、柔軟に教育を

受けられる学校にします。また、時代にあった能

力を身につけるための学習指導要領の抜本的

見直しやICTの活用、飛び級制度の推進、担

任制の見直しなど、より自由で弾力的な学校運

営ができる制度をつくります。

〇健全な教育の情報化を目指し、ICTの支援

員や通信環境の充実、機器更新時のフォ

ロー、授業内容や教員養成課程の見直しを図

ります。

（研究力の強化）
〇科研費・国立大学運営費交付金・私学助成

の抜本的な拡充を図ります。研究者や大学院

生の処遇改善を進め、安心して研究に専念で

きる環境を整備します。基礎研究は短期的な

成果の見込めるものに限らず、広く継続的に

実施できるよう予算を拡充します。

（文化芸術の振興）
〇日本の伝統的な文化芸術を継承し発展させ

るとともに、新たな文化芸術の創造を振興しま

す。また文化財保護を強化します。

〇さらなる文化芸術振興のため、文化芸術振

興基本法の支援対象に「場」や「担い手」を加

えることや、劇場法の支援対象に映画館や小

規模音楽会場を加えること等を検討します。

〇芸術家の地位と権利を守り、生活基盤を支

える「芸術家福祉法」を制定します。

〇文化芸術の振興を図るため、基金の公的資

金の増額や民間からの資金増加を図る仕組

みを検討します。若年層が文化芸術に触れる

機会を増やす施策を検討します。

（妊娠・出産、子育て支援の強化）
〇出産費用を無償化します。

〇妊娠から出産・子育てまで一貫して子どもの

育ちを支援し、家族全体の心身の健康サポート

を行う日本版「ネウボラ」（子育て世代包括支援

センターを中核とする子どもの育ちや子育てを

支える地域ネットワーク）を全国で推進します。

（保育士不足の解消、質の高い保育
の提供）
〇保育士配置基準を見直すとともに、保育所

等への給付を子どもの人数ではなく真に必要

な保育士数に応じたものにするなど公定価格

制度を見直し、保育の質を高めます。

（子ども・若者の居場所づくり）

〇子ども食堂・学習サポート事業などを促進し、

助成を拡大します。

〇気軽に立ち寄れる安全な居場所を確保する

ため、若者の交流場所、勉強場所、食事などを

提供する拠点をつくります。

（子どもを性犯罪から守る）
〇未成年に対する性暴力に係る公訴時効に

ついて、被害者の視点から検討を行います。

【社会保障】
（年金）
〇現役世代と若者の年金（厚生年金・国民年

金）の底上げを行います。それによって一時的

に影響が出る一部の高齢の方々に対して、緩

和措置を実施します。

〇短時間労働者に対する厚生年金の適用拡

大を進めるにあたり、企業規模要件について

は、新たに適用される事業所に対して必要な

支援策を講じた上で撤廃します。

（医療）
〇高額療養費制度の見直しについては、今年

秋までという短期間でなく、1年間程度、丁寧に

時間をかけて再検討します。その際、高額療養

費の自己負担限度額の引き上げは行いませ

ん。まずは、その代わりに軽症患者の医療費を

優先して見直します。

（障がい・難病）
〇障がい福祉事業所の安定的な運営のため

に、次期改定を待たずに令和6年度の障害福

祉サービス等報酬改定を見直します。現場の

支援実態を顧みない報酬体系の導入や基本

報酬の減額等を見直し、事業所に対する適切

な評価や基本報酬の引き上げを行います。

〇包括的な難病対策の促進に向け、難病等

に対する有効な新規治療薬・治療方法の開発

を進めるとともに、新たな治療薬の実用化に当

たっては早期診断や早期治療が可能となるよ

う医療提供体制を早急に整備します。

（総合合算制度）
〇誰もが必要な医療・介護・障がい福祉・子育

て支援などのベーシックサービスについて、必

要なときにためらうことなくサービスが受けられる

よう拡充します。その際、医療・介護・障がい福

祉等に関する社会保障サービスの自己負担の

合計額について、所得に応じて上限を設ける

総合合算制度を創設します。

【働き方】
〇有期雇用は臨時的・一時的な雇用に限定

し、一定期間経過後に無期雇用に転換する

ルールを強化するとともに、「期間比例原則」

の導入で有期雇用労働者に対する処遇格差

をなくします。

〇派遣労働は真に労働者の専門性を発揮で

きる職種等に限定するとともに、「平等取扱い

原則」を導入して処遇格差を解消します。

〇フリーランス、就活中の学生などへのセクハ

ラも含めた「セクハラ禁止法」を制定します。

〇消費者の権利である正当なクレームの機会

を確保しつつ、労働者保護のためのカスタマー

ハラスメント対策を講じます。

【経済・産業】
〇標準、規格、特許の分野での人材育成を強

化し、国際標準化を主導します。

〇中小企業憲章の理念に基づき、産業・雇用

の中核的な役割を担う地域の中小企業を育て、

地域資源を生かした事業への投資を促進し、事

業継続、生産性向上、新事業の創出、事業承継

などへの支援の拡充を総合的に行います。

〇鉄鋼分野における水素還元技術や革新電

気炉等を世界に先駆けて実用化するため、国

の財政支援を行うこと等により、カーボンニュー

トラルを進める中においても、鉄鋼産業の競争

力・持続可能性の確保と雇用維持を図ります。

〇わが国の基幹産業である自動車産業の脱

炭素化を長期的、総合的かつ計画的に推進

し、国際的な貿易事情や経済的・社会的環境

の変化に対応しつつ、国際競争力の維持・強

化を図ります。また電気自動車（EV）の充電ス

タンドや燃料電池車の水素スタンドの設置支

援、EV・燃料電池車の開発・普及促進、次世

代の蓄電技術の開発・製造支援、燃料の脱炭

素化推進など、基盤整備を強力に進めます。

〇特定条件下での完全自動運転（レベル4）・

完全自動運転（レベル5）を社会実装するため、

研究・開発支援と普及・拡大に向けて関連する

法整備等を総合的に進めます。

○新たに増やした正社員の人数に応じて中小

企業の社会保険料負担を軽減します。

〇地域の伝統文化について活性化を図ること

で産業として確立し、それら日本文化を観光コ

ンテンツとして活用することを通じ、マイクロツー

リズム市場の拡大を図ります。

〇身近な分野で共助の精神で活動する新興

企業やＮＰＯ法人などへの社会的投資（インパ

クト投資）を促進して、社会・環境課題への対

応と事業性の両立を支援します。

〇過疎や人口減少・高齢化による地方の課題

に対して、解決につなげるための新しい技術を

導入する自治体や中小企業等の取り組みを支

援します。

〇コロナ禍により多額の借入れを余儀なくされ

た中小企業の事業再生と雇用維持を図るた

め、過剰債務について、減免の法的整備等や

資本性資金への転換促進を金融機関の理

解・協力を得て行い、地域経済を守ります。

（ビジネスと人権）
〇ビジネスと人権をテーマに政府の政策を見

直し、企業やNGOなどステークホルダーとの意

見交換を行い、有効な政策や法整備について

検討します。これにより、男女平等政策の促進

やLGBTQI＋の権利保障、人種差別に対する

断固とした対応、気候正義の観点による政策

転換等の人権保護・尊重の取り組みを促進

し、企業価値の毀損や収益減少のリスクを回

避するとともに、消費者や投資家からの理解を

得て、収益の増加や企業価値の向上等につ

なげます。

【エネルギー】　
（気候危機・気候変動対策）
〇気候変動は人類存亡につながる人類共通

かつ最大の脅威であり、これまでにない厳しい

気象現象や自然環境へのダメージなどの形で

顕在化し、気候危機といわれる時代を迎えてい

ます。将来世代への責任を果たすため、あらゆ

る施策を総動員し、気候危機からの脱却を実

現します。

〇気候変動対策推進のため、国民の意見を

気候変動対策・エネルギー政策に反映させる

仕組み（抽選による国民会議の設置＝くじ引き

民主主義）の創設や法律名の変更など、地球

温暖化対策推進法を抜本的に見直します。

〇将来世代への影響を長期的観点から検討

する「未来世代委員会」を創設し、公平公正で

開かれた科学的な政策議論を行い、国会や政

府に対して提言・勧告を行うことができるように

する、「未来世代法」の制定を目指します。

〇各産業の脱炭素化を進めるにあたり、地域

振興、新産業育成、雇用の公正な移行を強力

に支援します。

（エネルギー）
〇気候危機対策を強力に推進し、2050年再

生可能エネルギーによる発電割合100%を目

指し、2050年までのできる限り早い時期に化

石燃料にも原子力発電にも依存しないカーボ

ンニュートラル（温室効果ガス排出実質ゼロ）

達成を目指します。

〇今後10年で省エネ・再エネに200兆円(公的

資金50兆円)を投入し、年間250万人の雇用

創出、年間50兆円の経済効果を実現します。

〇省エネルギーのさらなる推進と併せて、日本

の資源である再生可能エネルギーを最大限活

用することで、年間20兆円を超える資源輸入

のための国富流出を止め、日本経済の成長に

つなげるとともに、再生可能エネルギー中心の

災害に強い地域分散型エネルギー社会を実

現します。

〇日本では活用可能な多くの熱が利用されて

いないことから、熱利用の拡大を目指します。地

中熱や河川熱などの再生可能熱や廃熱利用

の拡大、電熱併給のコジェネレーションの導

入、熱エネルギーの面的利用（地域熱供給

等）、コミュニティ単位での活用、廃熱のカス

ケード利用、断熱の徹底などにより、熱エネル

ギーの効率的な利用を進めます。

〇遅れている建物の断熱化・ゼロエミッション

化を推進します。建て替えや改修の際の補助

金・税制優遇、金融支援、省エネ努力の「見え

る化」等により、2030年に全建物の10％のゼ

ロエミッション化（リアルZEB、ZEH）を実現しま

す。地域の工務店・建設会社の参入を促進し

て地域経済の活性化につなげます。

〇環境破壊につながる太陽光発電や風力発

電の大規模開発を最大限抑制しつつ、屋根置

き太陽光発電や営農型太陽光発電（ソーラー

シェアリング）の普及を進めます。

（原子力発電）
〇原子力発電所の新増設は認めません。廃炉

作業を国の管理下に置いて実施する体制を構

築します。

〇実効性のある避難計画の策定、地元合意

がないままの原子力発電所の再稼働は認めま

せん。

【環境】
〇強力な台風や線状降水帯などの発生による

自然災害が激化していることから明らかなよう

に、地球温暖化による気候変動は、人が豊か

に生きる地球環境を破壊する最も重要な要因

の一つです。また、環境省の前身である環境庁

の原点、水俣病問題は解決しておらず、それど

ころかPFAS汚染問題など新たな公害が発生

しています。これまで続く経済優先一辺倒では

なく、人命や環境を重視し、環境と経済の好循

環を目指します。

〇専門家だけでなく、NGO・NPO、将来世代で

ある若者や関係者の意見を丁寧に聞き、環境

分野での政策立案を共に進めるとともに、国会

の委員会等への参考人として積極的に招致し

ます。

（水俣病被害救済）
〇2024年5月1日の環境大臣と水俣病被害

者団体との懇談の場で起きた発言遮断はあっ

てはならないことです。特措法による救済の迅

速な審査のために設けられた認定基準や地域

指定が、かえって被害者の足切りに使われ、被

害者の救済を妨げる要因となってきた事実に向

き合い、十分に被害者から聞き取ることで、被害

者が求める健康調査の実施を目指します。

（PFAS汚染対策）
〇PFAS汚染問題は、生きる上で基本となる

安全な水の確保の問題です。汚染源特定の

ためにモニタリングの強化を図るとともに、広く

血液検査を行い、PFASの血中濃度が高い場

合に相談や支援につながる仕組みを設け、こ

れ以上のPFAS汚染の拡大防止と市民の不

安の解消を目指します。

（生物多様性）
〇豊かな生物多様性を守るため、2030年「昆

明・モントリオール生物多様性枠組」に定めら

れたネイチャー・ポジティブの実現を目指します。

〇日本の美しい自然、豊かな生態系を後世に

引き継ぐため、民間が行うナショナル・トラスト活

動に対し支援を行う法制度（ナショナル・トラス

ト法案）の検討を進めます。

〇海外から流入し日本の木材市場に悪影響を

及ぼす違法伐採木材を日本の市場から排除す

るため、合法性の確認を徹底する仕組みや、違

法伐採木材である可能性を否定できない木材

流通の在り方について検討します。

〇人と動物が幸せに暮らす社会に向け、動物

を飼養・管理する者の責務と動物取扱業者の責

任の強化、動物に不必要な苦痛を与える虐待行

為に対する罰則の強化などに取り組みます。

（資源循環・脱使い捨てプラスチック）
〇プラスチック汚染に関する法的拘束力ある

国際条約の策定に向け、実効的な国際条約と

なるよう後押しします。

〇廃棄物を有価物であると称するなどの不適

正事例によって、環境や地域住民の健康への

悪影響の懸念が生じるとともに、対応する自治

体の負担も増加していることから、廃棄物の定

義を明確化し、排出者責任を徹底させるととも

に、国として責任ある対応を行います。

【農林水産】
（食料・農業・農村政策）
〇農林水産業は、国民生活に必要不可欠な

食料を安定的に供給する、食料安全保障の基

盤です。また、その生産活動を通じて、国土・自

然環境の保全、集落の維持・発展、地域文化

の伝承等、多面的機能を発揮しています。こう

した農林水産業の経営の持続的・安定的発

展を図る施策を展開します。

〇食料自給率が４割を下回っている現状に

あって、食料安全保障の確立は、喫緊の課題

です。かつて実施された農業者戸別所得補償

制度を礎（いしずえ）に、消費者・国民へ農産物

を安定的に供給する基礎となる農地を維持す

るため、農地に着目した新たな直接支払制度を

創設するとともに、主食用米の再生産を確保

する制度を整備し、家族経営や集落営農、雇

用就農の受け皿ともなる農業法人を積極的に

支えます。

〇国民に対する食料の安定供給を確保するた

めには、農地の維持と農業人材の確保が必要

不可欠です。そのため、次の時代を担う農業者

を幅広く育成・確保するため、「農業をやりた

い」という人に就農準備から経営発展に至る

各段階に応じたきめ細かな支援を強化・拡充し

ます。

〇鳥獣被害対策、二地域居住・農的関係人

口の増加、地域資源の活用、地域の伝統的な

食品産業の活性化、有機農業の振興、再生

可能エネルギー資源の活用、貴重な農業人材

である障がい者の活躍の促進等の施策を講ず

ることにより、農山漁村を再生・振興します。

〇肥料・飼料・燃油など生産資材の高騰対策

の強化と、供給体制の整備・安定を図ります。

（森林・林業政策）
〇適切な森林管理の支援、国産材の安定供

給体制の整備などにより、「木材自給率50％」

を目指します。適正に管理された森林から産出

した木材を認証する制度を推進し、違法伐採

木材の国内流通を阻止する実効性ある施策

の検討を行います。

〇花粉症対策として、無花粉・低花粉の苗木の

生産拡大を進め、建築分野における需要創出

策とともに、伐採加速化計画を策定・実行しま

す。花粉飛散防止剤の実用化等を進めます。

（水産政策）
〇水産関係者が地域の実情に即した対応策を

自ら考え合意する「浜の活力再生プラン」の目

標達成に必要な資源管理、生産基盤整備、流

通・加工対策、魚価対策等の支援を行います。

〇水産資源の管理にあたっては、科学的調査

を一層進め、資源評価の精度を高めるとともに、

漁業者の意見を十分に聞いて、その経験と知

識を生かします。TAC制度の適用や地球規模

での資源変動などによって漁業者の収入が減

少する場合には、十分な補塡措置を講じます。

（政治改革・選挙制度）
〇政治資金収支報告書に関する政治家本人

の責任・罰則を強化します。政治資金収支報

告書等の公開時期を前倒しするとともに、保

存・公表期間を延長します。

〇登録政治資金監査人による外部監査の対

象を拡大するとともに、収入についても監査を

義務付けます。政治資金に関する独立の第三

者機関を設置します。

〇国会議員関係政治団体から100万円以上の

寄附を受けた政治団体の収支報告は、国会議

員関係政治団体並に厳しい規制を適用します。

〇政治資金パーティーについては、まず企業・

団体による購入を禁止し、収入の公開強化、オ

ンラインパーティーの規制強化を行います。

〇個人の政治献金の控除を抜本的に拡充し、

個人献金を促進します。

〇選挙制度、議員定数、衆議院と参議院の在

り方などについて、不断の見直しで、国民の声

がより反映される政治を実現します。

〇選挙の公平・公正や民主主義への信頼の

確保の観点から、表現の自由や選挙運動の自

由を尊重しつつ、公職選挙法の改正に取り組

みます。

〇「インターネット投票」を社会実装し、紙の通常

投票に加えて、公示・告示から投票日前日まで24

時間、いつでもどこでも投票を可能にします。

（行政改革・行政監視）
〇内閣官房に総理直轄の真相究明チームを

つくり、森友・加計・桜を見る会問題などについ

て、タブーなく情報を全て開示し、真実を明らか

にします。

〇公文書管理制度と情報公開制度を抜本的

に強化し、独立性及び専門性を持った新たな

機関として、「公文書院」を設置します。

〇内閣人事局による幹部職員人事制度を見

直し、官邸の強すぎる人事介入を改めます。

〇国会による行政の監視及び立法に関する

機能の充実・強化を図るため、「行政監視院」

を国会に設置します。

〇法律の制定・改廃を国民が発議できる国民

発案権（イニシアティブ）制度を導入します。

〇問題があると思われる国の財務行為につい

て、国民が、会計検査院に対して監査を請求

し、会計検査院の対応が不十分なときは、国な

どを被告として必要な措置を取るよう請求する

訴訟を提起できるよう、公金検査請求訴訟制

度を創設します。

〇行政改革でムダづかいをなくし、ベーシック

サービスを充実させます。

【憲法・皇位継承】
（立憲主義を進化・徹底させる）
〇立憲主義と現行憲法の理念に基づき、権力

を制約し、国民の権利を拡充する議論を進めま

す。解散権濫用防止法を制定し、解散権の恣

意的な行使を規制します。臨時国会召集期限

の明記、政府の情報公開義務、地方自治の充

実について議論を深めます。自民党の9条改

正案は、平和主義を空文化させるもので、反対

します。

（公平・公正な国民投票の実現）
〇憲法改正に関する国民投票は、国民の権利

を左右する極めて重要な機会であるため、国民

投票法制定後のネットの急速な発展などの環

境変化を踏まえ、広告放送、ネット有料広告、運

動資金、外国人からの寄附を規制するとともに、

偽・誤情報対策などの法改正を行います。

（国会議員の任期延長について）
〇衆議院の解散や任期満了による衆議院議

員の不在時に発生した緊急事態に対して、議

員任期延長を含む新たな緊急事態条項を憲

法に定める必要はありません。憲法54条で、参

議院の緊急集会が国会機能を代行できると規

定され、緊急事態に応じた個別法令も整備さ

れています。

（皇位の安定的継承）
〇皇位の安定的継承と女性宮家の創設に向

けて、立憲民主党「安定的な皇位継承に関す

る検討委員会」の「論点整理」に基づいて、拙

速にではなく、丁寧に国民の総意を作っていく

ための議論を行います。
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【食料品消費税0％】
〇2026年4月から食料品に係る消費税を現

在の8%から0%に下げます。まずは1年間とし

た上で、経済情勢等を見ながら1回だけ延長可

能とします。

【内閣】
〇組織の肥大化による弊害を解消するため、

内閣官房・内閣府をスリム化します。

〇忖度のないよう内閣人事局など公務員制度

の在り方を再検証します。

〇ハローワークの職員や消費生活相談員、図

書館司書など国家公務員・地方公務員の正規

雇用化を進め、期待される役割を担える体制を

取り戻します。 

〇職員OBを介した再就職あっせん行為等の

規制の新設など「天下り規制法」を制定し、

「天下り」によって政策決定過程が歪められる

ことを防止します。 

〇国民の知る権利を守るため特定秘密保護

法を見直し、国会や第三者機関の権限強化も

含め行政に対する監視と検証を強化します。 

〇規制改革推進会議や国家戦略特別区域

諮問会議を廃止し、法規制は国会議員が責任

を持って議論・検討できるようにします。 

〇NPOなどの多様な主体を支援し、ソーシャル

ビジネス、コミュニティビジネスや協同労働をさら

に推進し、官民で雇用創出・社会的課題の解

決に取り組みます。

〇「IR（統合型リゾート施設）推進法・整備法」

を廃止し、賭博性が高く、治安の悪化が懸念さ

れるカジノ事業は中止します。

【デジタル・IT】
〇クラウドやAIの国産化を重点的に支援し、デ

ジタルサービスやコンテンツの輸出促進でデジ

タル黒字への転換を目指します。

〇「デジタル」と「アナログ」の掛け合わせで、

一人ひとりに最適なサービスとアクセス手段の

個別提供を目指し、国民のための行政DXを進

め、誰ひとり取り残されない、全ての国民が快

適に暮らせる社会を目指します。

〇国民が行政府や立法府の意思決定プロセ

スに直接参加できる「シビックテック（市民によ

るデジタルを活用した課題解決）」を社会実装

します。

〇個人情報保護法など国内関連法を、EU一

般データ保護規則（GDPR）など海外の法制

度を基準に改正し、自己情報コントロール権等

について明確化します。

【災害対策・復興政策】
〇準半壊・一部損壊の住宅再建の支援がな

く、大きな家屋の修理には多額の費用がかか

ることから、準半壊・一部損壊であっても、求め

があれば公費解体できるように取り組みます。

〇国と地方の連携強化、災害時に被災自治

体へ権限・予算を移譲する法整備の検討、事

業再建・社会インフラ復旧への支援などを進め

ます。

〇被災者生活再建支援政策の拡充、個人対

象の「災害損失控除」の創設、法人の災害損

失特別勘定の適用要件の緩和、消防団・ボラ

ンティアへの支援などを図ります。

〇交付金交付、雪下ろし作業用の命綱固定

アンカーの普及・促進などが盛り込まれた改正

豪雪対策特別措置法を活用し、除排雪の人

材確保、高齢者・障がい者への配慮、雪冷熱

エネルギーの活用、情報システムの改善などに

一層取り組みます。

（東日本大震災からの復興）
〇被災地域に対する海外からの誘客、修学旅

行等の団体旅行誘致などの地方の取り組みを

支援し、「東北観光」を重点的に位置付けると

ともに、国際会議やスポーツ大会等の大規模

イベントの東北開催について特段の配慮を行

い、被災地域全体への来訪を促進します。

【財務金融・税制】
（財政健全化）
〇格差を是正する税制改革による財源確保

や、行政需要の変化に応じた予算配分、適切

な執行、成長力の強化による税収増など、歳

出・歳入両面の改革を行い、中長期的に財政

の健全化を目指します。

〇国会の下に独立財政機関を設置して、主要

政策の費用対効果や財政の見通しを客観的・

中立的に試算・公表するとともに、その試算に

基づき「中期財政フレーム」（３カ年度にわたる

予算編成の基本的な方針）を策定することを政

府に義務付けることで、放漫財政を改めます。

〇外国為替資金特別会計（外為特会）につい

て、為替評価益を含めた純資産全体で健全な

財務状況を維持できている場合には、決算剰

余金の全額を一般会計に繰り入れます。また、

円貨を獲得した場合、必要に応じて、決算を待

たずに一般会計に繰り入れることができるよう

にします。

（金融の機能強化、健全な発展）
〇金融機関のノウハウを生かし、リバースモー

ゲージ、人材の融通、仮想地域通貨の発行な

ど、生活者・事業者・地域の将来不安を解消す

るためのビジネスモデル構築に向けた支援を

行います。

〇金融教育を充実させることで、個々人の経

済力やライフプランに即した適切な資産運用を

促し、投機的な取引等によって損失を被ること

を防ぎます。

（公平・公正な税制改革）
〇金融所得課税については、「１億円の壁」の

解消に向けて、当面は分離課税のまま超過累

進税率を導入し、中長期的には総合課税化し

ます。なお、中間層増税を避けるため、一律の

税率引き上げは行いません。

〇高校生年代（１６～１８歳）の親族に係る扶

養控除については、児童手当が子育て支援の

観点から十分な額とならない限り、現行の控除

額を維持します。

〇法人税については、効果のない租税特別措

置の廃止、受取配当等益金不算入制度の見

直しなどにより、法人の収益に応じて応分の負

担を求める税制に改革します。

〇「賃上げ促進税制」については、雇用者の

約７割を抱える中小企業の多くが赤字法人で

あることから、賃上げに有効な手段とは言えな

いため、廃止して、これによる税収増を他の有

効な政策の財源に充当します。

〇巨大IT企業等のいわゆる国際プラット

フォーム企業が、ビジネスを展開し利益を上げ

ている国でほとんど納税していない実態に対

し、法人税の最低税率に関する国際合意が実

現したことも踏まえ、国際課税の枠組みをさらに

強化します。

〇資産格差が拡大・固定化している現状に鑑

み、税率構造や非課税措置の見直しなどによ

り、相続税・贈与税の累進性を高めます。

〇外国人旅行者向けの消費税免税制度につ

いては、円安によりインバウンド消費が堅調に推

移する一方で、わが国の財政が厳しい状況にあ

ること等を踏まえて、必要な見直しを図ります。

〇近年、大きな災害が多発していることを踏ま

え、災害による担税力の喪失を最大限に勘案

する観点から、雑損控除から独立した「災害損

失控除」を創設し、繰越控除期間を延長すると

ともに、人的控除の後に適用するものとします。

〇印紙税制度については、同様の内容でも電

子文書の場合は課税されない、金額が同じで

あっても契約の種類により税額が異なり、契約

書作成時に大きな負担となるなど、さまざまな不

合理・不公平な現象が生じており、生産性の向

上を阻害していると考えられることから、廃止し

ます。

〇納税者の権利利益の保護、利便性の向上

等を図る観点から、「納税者権利憲章」の制定

を含め、納税環境の整備を進めます。

【人権】
（ジェンダー平等）
〇個人通報制度や調査制度を定める女性差

別撤廃条約の選択議定書を批准し、ジェン

ダー平等を実現するための法整備を進めます。

〇DV対策や性暴力被害者支援など、困難を

抱える女性への支援を充実させます。

〇若年期からの包括的性教育を充実させ、セ

クシュアル・リプロダクティブ・ヘルス/ライツ

（SRHR）を尊重します。

（SOGI）
〇GID特例法を改正し、トランスジェンダーの

戸籍上の性別変更要件を緩和します。

（多文化共生）
〇「多文化共生社会基本法」を制定し、国民

及び在留外国人が、相互に人格と個性を尊重

しつつ支え合いながら共生することのできる社

会を形成します。

〇難民等の認定と保護、出入国管理・収容制

度の問題を抜本的に改善・透明化する「難民

等保護法・入管法等改正法」の制定を目指し

ます。

〇在留制度全般を見直すとともに、外国人一

般労働者雇用制度の整備を推進します。

（差別解消）
〇あらゆる差別の解消を目指し、「包括的差別

禁止法」を制定します。

〇国連の「パリ原則」に基づいた人権救済機

関を設置します。

〇「ヘイトスピーチ解消法」における取り組みを

拡大し、国際人権基準に基づいて、人種などを

理由とする差別的言動を禁止する法律の制定

など、あらゆる差別撤廃に向けた動きを加速さ

せます。

〇インターネットやSNS上の差別や誹謗中傷、

人権侵害等への対策を強化します。

（孤独・孤立対策）
〇孤独を理由に自死する人が絶えないなか、自

殺統計原票の調査項目を増やすなどして、自殺

の原因・動機の究明を進め、対策を講じます。

〇「身近な相談員」である民生委員（特別職の

地方公務員・非常勤、給与なし）の処遇を改善す

るとともに増員し、現場の実態把握を進めます。

（法務）
〇えん罪を防ぐため、取調べの録音・録画対象

の全事件・全過程への拡大や、取調べに弁護

人を立ち会わせる権利の規定の創設などに取

り組みます。

〇犯罪の被害者やその家族、また、加害者の

家族に対しての精神的・経済的・社会的なケア

が十分に制度化されるよう、調査・検討します。

〇再犯防止と社会復帰の施策を拡充します。

保護司の処遇改善を図り、安全確保を徹底し

ます。

〇性犯罪の公訴時効の延長・撤廃や地位利

用の性犯罪規定の新設などの見直しに取り組

みます。

〇裁判所の業務負担の増大に対応するため、

人的・物的体制を強化します。

〇法テラスの報酬適正化や無料法律相談の

期間延長などを検討します。

【消費者問題】
（消費者の権利実現）
〇事業者と消費者との間に情報の質・量、交

渉力に構造的な格差があることから、「消費者

の権利の保障」を第一として、消費者行政強

化と消費者保護を推進します。また、現在消費

者庁では、消費者と事業者の間の情報や交渉

力の格差だけでは消費者被害を捉えることが

困難との考えから、消費者法制の抜本的見直

しが進められていることを評価しつつ、消費者

の権利の実現に向けて後退することがないよ

うフォローします。

（消費者被害への対策強化）
〇悪質商法から消費者を守り、消費者被害が

疑われる際にさらなる消費者被害の発生を食

い止めるため、立入検査の徹底、業務停止命

令などについて、運用状況の見直しを含めて

抜本的に見直します。2023年、消費者委員会

の専門部会から、ジャパンライフ等の破綻必至

商法による被害の回復が現行制度では困難

であることから、今後の政策提案を含めた報告

書が出されたことを受け、またＳＮＳ投資や不動

産クラウドファンディングなど新たな商法が増

加していることから、現行法制にとらわれず、総

合的に消費者被害対策を検討します。

（消費者行政の強化）
〇消費者がいつでもどこでも相談できる体制を

つくります。地方消費者行政を継続的に下支え

する財源を確保し、消費者行政担当者や消費

生活相談員に対する研修体制の構築、消費

生活相談員の雇用形態や処遇の改善による

人材確保等に取り組み、地方消費者行政及

び消費生活相談機能の充実・強化を図ります。

（食品ロス削減）
〇サプライチェーンを通じた連携やフードバンク

等の取り組みを推進するため、生ごみの資源

化や個人・企業によるフードバンク等への食品

の現物寄付に関する税制優遇措置、意図しな

い不慮の食品事故についての寄付者への免

責制度の導入、商慣習の見直し等による食品

ロス削減に資する供給システムの確立を進め

ます。

（エシカル消費等の推進）
〇環境・社会や安全に配慮された製品や商品

を優先的に購入・使用する「エシカル消費」を

推進するため、企業の取り組みを後押しする仕

組みを検討し、環境保護・人権保護・動物福祉

など表面化しにくいさまざまな課題の解決につ

なげます。

（旧統一教会被害対策）
〇旧統一教会（世界平和統一家庭連合）によ

る悪質な高額献金等による被害対策関連法

について、実効的な被害者救済策とするべく、

弾力的な改正を検討します。

〇旧統一教会の財産保全関連法は、確実に

財産を保全するにはまだ課題があることから、

被害者救済の原資が失われない方策の実現

を目指します。

【地域・国土交通】
（総務・地方分権）
〇人口減少社会において暮らしの安心を守る

ため、全国どこでも安定した地域公共サービス

を提供できるよう、自治体を支えます。また、時

代の変化に即した地方制度の在り方について

も検討を行います。

〇地域の多様性を尊重した自治体の自主的な

取り組みを重視し、権限や財源を可能な限り自

治体に移譲させる地方分権を進めます。

〇立法事実もなく、地方分権改革に逆行する

補充的指示権については廃止を目指し、それま

での間、国と自治体間の事前の協議・調整、事

前の国会承認など、厳重な歯止めをかけます。

〇自治体が行った処分について国等に審査

請求や再審査請求をすることができる裁定的

関与について、分権・自治推進の観点から見

直しを行います。

〇国と地方の税源配分について、当面は5対

5とすることを目標として、地方税の配分割合を

さらに引き上げます。

〇地方交付税を増額し、財源調整・保障機能

を強化します。地方交付税の法定率を引き上

げ、臨時財政対策債の廃止を目指します。

〇自治体で働く非正規職員（会計年度任用職

員など）の処遇改善などに取り組みます。必要な

人員を配置できるよう地方公務員の総人件費

を十分に確保するようにします。技術・技能職や

資格職、専門人材の育成・確保を強化します。

〇「国と地方の協議の場」が実質的な決定の

場となるよう、制度面の充実を図ります。

〇公立病院が引き続き地域医療の要として機

能を果たせるよう、繰出基準及び普通交付税

や特別交付税の算定基準を引き上げるなど、

制度全体を見直します。

〇軽油引取税の「当分の間税率」を廃止し、

軽油の価格を引き下げます。自治体財政の減

収分は確実に補填します。

（地域活性化）
〇「地方創生」政策の検証を行います。地方と

連携・協力しながら、少子化や人口減少、東京

一極集中の流れを食い止め、必要な対策を強

力に展開するよう、国に人口戦略を総合的に

推進する体制を整えます。

〇リモートワーク環境の一層の整備により地方

移住を促進するとともに、二拠点居住の課題を

整理し、地域活性化を後押しします。

〇「地域おこし協力隊」の改善・充実、農林水

産業、観光業、商工業、IT産業等への参入支

援をはじめとする外部人材の活用、地方への

移住（Uターン、Iターン、Jターン）を積極的に支

援します。

〇「小さな拠点」による地域づくりを進め、過疎

地域や中山間地域などの暮らしを守り、コミュ

ニティを維持します。

〇地方大学と産官学の連携を強化し、人口の

流出防止・定着を図ります。

（国土交通政策）
〇地域公共交通の持続可能性を高め、移動

の権利を保障します。交通従事者を支援し、人

と環境に配慮したモビリティを目指します。

〇カーボンニュートラル実現に向け、道路・鉄

道・水運など多様な交通手段による地域間移

動や物流の効率化を進めます。

〇建築物のバリアフリー化、耐震化、省エネ

化、長寿命化を推進し、不動産・建設市場の活

性化につなげます。

〇生活者密着型の事業を優先しながら公共

事業の選択と集中を図ります。老朽化が進む

公共インフラの計画的な更新・統廃合を進め

るとともに、国民の命を守るための対策や地方

公共団体への財政・技術支援を強化し、安全

性の確保と災害対応力の向上を図ります。

（交通まちづくり政策）
〇人口減少や高齢化、地球温暖化などの課

題に対応するため、環境負荷の少ないコンパ

クトシティの形成を含め、まちづくりと交通を一

体で捉え、公共交通を軸とした持続可能な交

通体系を構築します。

（観光政策）
〇エコツーリズムやグリーンツーリズムを推進

し、オーバーツーリズム対策と併せて、文化芸

術や食文化など日本の強みを生かした観光施

策を展開します。

（グリーンインフラ整備）
〇自然と共生する持続可能な国土を目指し、グ

リーンインフラ整備を推進します。老朽化対策

や地域密着型整備により、防災力向上と雇用

確保を図ります。

（物流政策）
〇物流の実態と政府の対応を検証し、荷主・

事業者・消費者が協力して物流を支える体制

を構築します。商慣行の見直しや効率化、行動

変容を通じて、総合的な対策を講じます。

（家賃支援）
〇住まいの安心を確保するため、新たな家賃

補助制度を創設します。

【外交・安全保障】
〇現行の安保法制については、立憲主義およ

び憲法の平和主義に基づき、違憲部分を廃止

する等、必要な措置を講じ、専守防衛に基づく

平和的かつ現実的な外交・安全保障政策を築

きます。

〇アジア太平洋地域において、大国間の緊張

緩和と信頼醸成のため、日米のみならず、日中

韓を含めたASEAN＋3、米露豪印等も含めた

EAS（東アジア首脳会議）、APECを重視し、さ

らにはQUAD（日米豪印）の参加国を増やし、

英仏独、ASEAN、時に韓国などを加えた

QUAD＋（プラス）に進化させていきます。

〇非核三原則を堅持し、不拡散・軍縮のため

の取り組みに積極的・能動的な役割を果たし

ていきます。

〇尖閣諸島がわが国固有の領土であることは

歴史的にも国際法上も疑いがなく、現にわが

国はこれを有効に支配しています。同諸島を

巡って解決すべき領有権の問題は存在せず、

今後とも平穏かつ安定的に維持・管理してい

きます。力による現状変更の試みには毅然とし

て対処します。

〇ロシアのウクライナ侵略における早期停戦

を求める一方、わが国固有の領土である北方

領土については、停止された北方墓参の再開

を求めるとともに、四島の帰属の問題を解決し

平和条約を締結すべく、これまでの日露間の諸

合意、法と正義の原則を基礎として、ロシアと

の交渉を求め続けます。ウクライナへの支援を

継続します。

〇ガザ侵攻については、全ての紛争当事者

に、国際人道法等の国際法を厳守し、即時停

戦に向けて行動するよう強く求めます。

〇わが国固有の領土である竹島の問題は、国

際法に従って平和的な解決を粘り強く求めて

いきます。

〇台湾海峡の平和と安定は、わが国の平和と

安定に密接に関係しており、両岸問題が平和

的に解決されることが何よりも重要です。その

ための外交努力、平時からの安全保障協力、

わが国周辺地域の常時警戒監視、情報収集、

台湾海峡情勢に関するハイレベルな情報交

換を進めます。

【教育・子育て支援】
（一人ひとりの学びのための
環境整備）
〇一人ひとりの理解度や状況に応じた多様な

学びの機会を確保します。

〇いじめや虐待などが起きた場合に、子どもの

権利を最優先に擁護し、第三者として調査権

限と提言機能を備えた「子どもコミッショナー」

を設置します。

〇不登校、ひきこもり、いじめ、虐待の問題への

取り組みを強化します。

〇市町村立の小規模高校設立や夜間中学

設置の促進、フリースクールへの支援の拡充、

オンライン学習等の積極的活用、周辺学校と

の連携強化を推進します。

〇教職員定数の充実や、スタッフ職の増員、臨

時・非常勤教職員の労働環境改善等により、

教員不足を解消し、教員が子どもと向き合う時

間を確保します。

〇学習指導要領の見直しによる年間総授業

時数の削減、給特法（公立の義務教育諸学

校等の教育職員の給与等に関する特別措置

法）の廃止の検討、部活動の地域社会への

移行、少人数学級の推進、大幅な増員などを

行い、教職員の長時間労働の是正と処遇改

善を進めます。

（多様性を尊重し、自ら選択肢を
見つけ、選ぶことのできる学校）
〇性別・年齢・国籍の違い、障がいの有無、異

なる価値観などを認め合い、多様性を尊重し、

自ら人生の選択肢を見つけ、選ぶことのできる

教育を推進します。

〇多様な職業を早期に学習・体験することで、

将来の職業を自らの意思で選択でき、個性と

能力を磨く機会が十分に得られる学校教育を

目指します。

〇学級や学年の枠に縛られず、柔軟に教育を

受けられる学校にします。また、時代にあった能

力を身につけるための学習指導要領の抜本的

見直しやICTの活用、飛び級制度の推進、担

任制の見直しなど、より自由で弾力的な学校運

営ができる制度をつくります。

〇健全な教育の情報化を目指し、ICTの支援

員や通信環境の充実、機器更新時のフォ

ロー、授業内容や教員養成課程の見直しを図

ります。

（研究力の強化）
〇科研費・国立大学運営費交付金・私学助成

の抜本的な拡充を図ります。研究者や大学院

生の処遇改善を進め、安心して研究に専念で

きる環境を整備します。基礎研究は短期的な

成果の見込めるものに限らず、広く継続的に

実施できるよう予算を拡充します。

（文化芸術の振興）
〇日本の伝統的な文化芸術を継承し発展させ

るとともに、新たな文化芸術の創造を振興しま

す。また文化財保護を強化します。

〇さらなる文化芸術振興のため、文化芸術振

興基本法の支援対象に「場」や「担い手」を加

えることや、劇場法の支援対象に映画館や小

規模音楽会場を加えること等を検討します。

〇芸術家の地位と権利を守り、生活基盤を支

える「芸術家福祉法」を制定します。

〇文化芸術の振興を図るため、基金の公的資

金の増額や民間からの資金増加を図る仕組

みを検討します。若年層が文化芸術に触れる

機会を増やす施策を検討します。

（妊娠・出産、子育て支援の強化）
〇出産費用を無償化します。

〇妊娠から出産・子育てまで一貫して子どもの

育ちを支援し、家族全体の心身の健康サポート

を行う日本版「ネウボラ」（子育て世代包括支援

センターを中核とする子どもの育ちや子育てを

支える地域ネットワーク）を全国で推進します。

（保育士不足の解消、質の高い保育
の提供）
〇保育士配置基準を見直すとともに、保育所

等への給付を子どもの人数ではなく真に必要

な保育士数に応じたものにするなど公定価格

制度を見直し、保育の質を高めます。

（子ども・若者の居場所づくり）

〇子ども食堂・学習サポート事業などを促進し、

助成を拡大します。

〇気軽に立ち寄れる安全な居場所を確保する

ため、若者の交流場所、勉強場所、食事などを

提供する拠点をつくります。

（子どもを性犯罪から守る）
〇未成年に対する性暴力に係る公訴時効に

ついて、被害者の視点から検討を行います。

【社会保障】
（年金）
〇現役世代と若者の年金（厚生年金・国民年

金）の底上げを行います。それによって一時的

に影響が出る一部の高齢の方々に対して、緩

和措置を実施します。

〇短時間労働者に対する厚生年金の適用拡

大を進めるにあたり、企業規模要件について

は、新たに適用される事業所に対して必要な

支援策を講じた上で撤廃します。

（医療）
〇高額療養費制度の見直しについては、今年

秋までという短期間でなく、1年間程度、丁寧に

時間をかけて再検討します。その際、高額療養

費の自己負担限度額の引き上げは行いませ

ん。まずは、その代わりに軽症患者の医療費を

優先して見直します。

（障がい・難病）
〇障がい福祉事業所の安定的な運営のため

に、次期改定を待たずに令和6年度の障害福

祉サービス等報酬改定を見直します。現場の

支援実態を顧みない報酬体系の導入や基本

報酬の減額等を見直し、事業所に対する適切

な評価や基本報酬の引き上げを行います。

〇包括的な難病対策の促進に向け、難病等

に対する有効な新規治療薬・治療方法の開発

を進めるとともに、新たな治療薬の実用化に当

たっては早期診断や早期治療が可能となるよ

う医療提供体制を早急に整備します。

（総合合算制度）
〇誰もが必要な医療・介護・障がい福祉・子育

て支援などのベーシックサービスについて、必

要なときにためらうことなくサービスが受けられる

よう拡充します。その際、医療・介護・障がい福

祉等に関する社会保障サービスの自己負担の

合計額について、所得に応じて上限を設ける

総合合算制度を創設します。

【働き方】
〇有期雇用は臨時的・一時的な雇用に限定

し、一定期間経過後に無期雇用に転換する

ルールを強化するとともに、「期間比例原則」

の導入で有期雇用労働者に対する処遇格差

をなくします。

〇派遣労働は真に労働者の専門性を発揮で

きる職種等に限定するとともに、「平等取扱い

原則」を導入して処遇格差を解消します。

〇フリーランス、就活中の学生などへのセクハ

ラも含めた「セクハラ禁止法」を制定します。

〇消費者の権利である正当なクレームの機会

を確保しつつ、労働者保護のためのカスタマー

ハラスメント対策を講じます。

【経済・産業】
〇標準、規格、特許の分野での人材育成を強

化し、国際標準化を主導します。

〇中小企業憲章の理念に基づき、産業・雇用

の中核的な役割を担う地域の中小企業を育て、

地域資源を生かした事業への投資を促進し、事

業継続、生産性向上、新事業の創出、事業承継

などへの支援の拡充を総合的に行います。

〇鉄鋼分野における水素還元技術や革新電

気炉等を世界に先駆けて実用化するため、国

の財政支援を行うこと等により、カーボンニュー

トラルを進める中においても、鉄鋼産業の競争

力・持続可能性の確保と雇用維持を図ります。

〇わが国の基幹産業である自動車産業の脱

炭素化を長期的、総合的かつ計画的に推進

し、国際的な貿易事情や経済的・社会的環境

の変化に対応しつつ、国際競争力の維持・強

化を図ります。また電気自動車（EV）の充電ス

タンドや燃料電池車の水素スタンドの設置支

援、EV・燃料電池車の開発・普及促進、次世

代の蓄電技術の開発・製造支援、燃料の脱炭

素化推進など、基盤整備を強力に進めます。

〇特定条件下での完全自動運転（レベル4）・

完全自動運転（レベル5）を社会実装するため、

研究・開発支援と普及・拡大に向けて関連する

法整備等を総合的に進めます。

○新たに増やした正社員の人数に応じて中小

企業の社会保険料負担を軽減します。

〇地域の伝統文化について活性化を図ること

で産業として確立し、それら日本文化を観光コ

ンテンツとして活用することを通じ、マイクロツー

リズム市場の拡大を図ります。

〇身近な分野で共助の精神で活動する新興

企業やＮＰＯ法人などへの社会的投資（インパ

クト投資）を促進して、社会・環境課題への対

応と事業性の両立を支援します。

〇過疎や人口減少・高齢化による地方の課題

に対して、解決につなげるための新しい技術を

導入する自治体や中小企業等の取り組みを支

援します。

〇コロナ禍により多額の借入れを余儀なくされ

た中小企業の事業再生と雇用維持を図るた

め、過剰債務について、減免の法的整備等や

資本性資金への転換促進を金融機関の理

解・協力を得て行い、地域経済を守ります。

（ビジネスと人権）
〇ビジネスと人権をテーマに政府の政策を見

直し、企業やNGOなどステークホルダーとの意

見交換を行い、有効な政策や法整備について

検討します。これにより、男女平等政策の促進

やLGBTQI＋の権利保障、人種差別に対する

断固とした対応、気候正義の観点による政策

転換等の人権保護・尊重の取り組みを促進

し、企業価値の毀損や収益減少のリスクを回

避するとともに、消費者や投資家からの理解を

得て、収益の増加や企業価値の向上等につ

なげます。

【エネルギー】　
（気候危機・気候変動対策）
〇気候変動は人類存亡につながる人類共通

かつ最大の脅威であり、これまでにない厳しい

気象現象や自然環境へのダメージなどの形で

顕在化し、気候危機といわれる時代を迎えてい

ます。将来世代への責任を果たすため、あらゆ

る施策を総動員し、気候危機からの脱却を実

現します。

〇気候変動対策推進のため、国民の意見を

気候変動対策・エネルギー政策に反映させる

仕組み（抽選による国民会議の設置＝くじ引き

民主主義）の創設や法律名の変更など、地球

温暖化対策推進法を抜本的に見直します。

〇将来世代への影響を長期的観点から検討

する「未来世代委員会」を創設し、公平公正で

開かれた科学的な政策議論を行い、国会や政

府に対して提言・勧告を行うことができるように

する、「未来世代法」の制定を目指します。

〇各産業の脱炭素化を進めるにあたり、地域

振興、新産業育成、雇用の公正な移行を強力

に支援します。

（エネルギー）
〇気候危機対策を強力に推進し、2050年再

生可能エネルギーによる発電割合100%を目

指し、2050年までのできる限り早い時期に化

石燃料にも原子力発電にも依存しないカーボ

ンニュートラル（温室効果ガス排出実質ゼロ）

達成を目指します。

〇今後10年で省エネ・再エネに200兆円(公的

資金50兆円)を投入し、年間250万人の雇用

創出、年間50兆円の経済効果を実現します。

〇省エネルギーのさらなる推進と併せて、日本

の資源である再生可能エネルギーを最大限活

用することで、年間20兆円を超える資源輸入

のための国富流出を止め、日本経済の成長に

つなげるとともに、再生可能エネルギー中心の

災害に強い地域分散型エネルギー社会を実

現します。

〇日本では活用可能な多くの熱が利用されて

いないことから、熱利用の拡大を目指します。地

中熱や河川熱などの再生可能熱や廃熱利用

の拡大、電熱併給のコジェネレーションの導

入、熱エネルギーの面的利用（地域熱供給

等）、コミュニティ単位での活用、廃熱のカス

ケード利用、断熱の徹底などにより、熱エネル

ギーの効率的な利用を進めます。

〇遅れている建物の断熱化・ゼロエミッション

化を推進します。建て替えや改修の際の補助

金・税制優遇、金融支援、省エネ努力の「見え

る化」等により、2030年に全建物の10％のゼ

ロエミッション化（リアルZEB、ZEH）を実現しま

す。地域の工務店・建設会社の参入を促進し

て地域経済の活性化につなげます。

〇環境破壊につながる太陽光発電や風力発

電の大規模開発を最大限抑制しつつ、屋根置

き太陽光発電や営農型太陽光発電（ソーラー

シェアリング）の普及を進めます。

（原子力発電）
〇原子力発電所の新増設は認めません。廃炉

作業を国の管理下に置いて実施する体制を構

築します。

〇実効性のある避難計画の策定、地元合意

がないままの原子力発電所の再稼働は認めま

せん。

【環境】
〇強力な台風や線状降水帯などの発生による

自然災害が激化していることから明らかなよう

に、地球温暖化による気候変動は、人が豊か

に生きる地球環境を破壊する最も重要な要因

の一つです。また、環境省の前身である環境庁

の原点、水俣病問題は解決しておらず、それど

ころかPFAS汚染問題など新たな公害が発生

しています。これまで続く経済優先一辺倒では

なく、人命や環境を重視し、環境と経済の好循

環を目指します。

〇専門家だけでなく、NGO・NPO、将来世代で

ある若者や関係者の意見を丁寧に聞き、環境

分野での政策立案を共に進めるとともに、国会

の委員会等への参考人として積極的に招致し

ます。

（水俣病被害救済）
〇2024年5月1日の環境大臣と水俣病被害

者団体との懇談の場で起きた発言遮断はあっ

てはならないことです。特措法による救済の迅

速な審査のために設けられた認定基準や地域

指定が、かえって被害者の足切りに使われ、被

害者の救済を妨げる要因となってきた事実に向

き合い、十分に被害者から聞き取ることで、被害

者が求める健康調査の実施を目指します。

（PFAS汚染対策）
〇PFAS汚染問題は、生きる上で基本となる

安全な水の確保の問題です。汚染源特定の

ためにモニタリングの強化を図るとともに、広く

血液検査を行い、PFASの血中濃度が高い場

合に相談や支援につながる仕組みを設け、こ

れ以上のPFAS汚染の拡大防止と市民の不

安の解消を目指します。

（生物多様性）
〇豊かな生物多様性を守るため、2030年「昆

明・モントリオール生物多様性枠組」に定めら

れたネイチャー・ポジティブの実現を目指します。

〇日本の美しい自然、豊かな生態系を後世に

引き継ぐため、民間が行うナショナル・トラスト活

動に対し支援を行う法制度（ナショナル・トラス

ト法案）の検討を進めます。

〇海外から流入し日本の木材市場に悪影響を

及ぼす違法伐採木材を日本の市場から排除す

るため、合法性の確認を徹底する仕組みや、違

法伐採木材である可能性を否定できない木材

流通の在り方について検討します。

〇人と動物が幸せに暮らす社会に向け、動物

を飼養・管理する者の責務と動物取扱業者の責

任の強化、動物に不必要な苦痛を与える虐待行

為に対する罰則の強化などに取り組みます。

（資源循環・脱使い捨てプラスチック）
〇プラスチック汚染に関する法的拘束力ある

国際条約の策定に向け、実効的な国際条約と

なるよう後押しします。

〇廃棄物を有価物であると称するなどの不適

正事例によって、環境や地域住民の健康への

悪影響の懸念が生じるとともに、対応する自治

体の負担も増加していることから、廃棄物の定

義を明確化し、排出者責任を徹底させるととも

に、国として責任ある対応を行います。

【農林水産】
（食料・農業・農村政策）
〇農林水産業は、国民生活に必要不可欠な

食料を安定的に供給する、食料安全保障の基

盤です。また、その生産活動を通じて、国土・自

然環境の保全、集落の維持・発展、地域文化

の伝承等、多面的機能を発揮しています。こう

した農林水産業の経営の持続的・安定的発

展を図る施策を展開します。

〇食料自給率が４割を下回っている現状に

あって、食料安全保障の確立は、喫緊の課題

です。かつて実施された農業者戸別所得補償

制度を礎（いしずえ）に、消費者・国民へ農産物

を安定的に供給する基礎となる農地を維持す

るため、農地に着目した新たな直接支払制度を

創設するとともに、主食用米の再生産を確保

する制度を整備し、家族経営や集落営農、雇

用就農の受け皿ともなる農業法人を積極的に

支えます。

〇国民に対する食料の安定供給を確保するた

めには、農地の維持と農業人材の確保が必要

不可欠です。そのため、次の時代を担う農業者

を幅広く育成・確保するため、「農業をやりた

い」という人に就農準備から経営発展に至る

各段階に応じたきめ細かな支援を強化・拡充し

ます。

〇鳥獣被害対策、二地域居住・農的関係人

口の増加、地域資源の活用、地域の伝統的な

食品産業の活性化、有機農業の振興、再生

可能エネルギー資源の活用、貴重な農業人材

である障がい者の活躍の促進等の施策を講ず

ることにより、農山漁村を再生・振興します。

〇肥料・飼料・燃油など生産資材の高騰対策

の強化と、供給体制の整備・安定を図ります。

（森林・林業政策）
〇適切な森林管理の支援、国産材の安定供

給体制の整備などにより、「木材自給率50％」

を目指します。適正に管理された森林から産出

した木材を認証する制度を推進し、違法伐採

木材の国内流通を阻止する実効性ある施策

の検討を行います。

〇花粉症対策として、無花粉・低花粉の苗木の

生産拡大を進め、建築分野における需要創出

策とともに、伐採加速化計画を策定・実行しま

す。花粉飛散防止剤の実用化等を進めます。

（水産政策）
〇水産関係者が地域の実情に即した対応策を

自ら考え合意する「浜の活力再生プラン」の目

標達成に必要な資源管理、生産基盤整備、流

通・加工対策、魚価対策等の支援を行います。

〇水産資源の管理にあたっては、科学的調査

を一層進め、資源評価の精度を高めるとともに、

漁業者の意見を十分に聞いて、その経験と知

識を生かします。TAC制度の適用や地球規模

での資源変動などによって漁業者の収入が減

少する場合には、十分な補塡措置を講じます。

（政治改革・選挙制度）
〇政治資金収支報告書に関する政治家本人

の責任・罰則を強化します。政治資金収支報

告書等の公開時期を前倒しするとともに、保

存・公表期間を延長します。

〇登録政治資金監査人による外部監査の対

象を拡大するとともに、収入についても監査を

義務付けます。政治資金に関する独立の第三

者機関を設置します。

〇国会議員関係政治団体から100万円以上の

寄附を受けた政治団体の収支報告は、国会議

員関係政治団体並に厳しい規制を適用します。

〇政治資金パーティーについては、まず企業・

団体による購入を禁止し、収入の公開強化、オ

ンラインパーティーの規制強化を行います。

〇個人の政治献金の控除を抜本的に拡充し、

個人献金を促進します。

〇選挙制度、議員定数、衆議院と参議院の在

り方などについて、不断の見直しで、国民の声

がより反映される政治を実現します。

〇選挙の公平・公正や民主主義への信頼の

確保の観点から、表現の自由や選挙運動の自

由を尊重しつつ、公職選挙法の改正に取り組

みます。

〇「インターネット投票」を社会実装し、紙の通常

投票に加えて、公示・告示から投票日前日まで24

時間、いつでもどこでも投票を可能にします。

（行政改革・行政監視）
〇内閣官房に総理直轄の真相究明チームを

つくり、森友・加計・桜を見る会問題などについ

て、タブーなく情報を全て開示し、真実を明らか

にします。

〇公文書管理制度と情報公開制度を抜本的

に強化し、独立性及び専門性を持った新たな

機関として、「公文書院」を設置します。

〇内閣人事局による幹部職員人事制度を見

直し、官邸の強すぎる人事介入を改めます。

〇国会による行政の監視及び立法に関する

機能の充実・強化を図るため、「行政監視院」

を国会に設置します。

〇法律の制定・改廃を国民が発議できる国民

発案権（イニシアティブ）制度を導入します。

〇問題があると思われる国の財務行為につい

て、国民が、会計検査院に対して監査を請求

し、会計検査院の対応が不十分なときは、国な

どを被告として必要な措置を取るよう請求する

訴訟を提起できるよう、公金検査請求訴訟制

度を創設します。

〇行政改革でムダづかいをなくし、ベーシック

サービスを充実させます。

【憲法・皇位継承】
（立憲主義を進化・徹底させる）
〇立憲主義と現行憲法の理念に基づき、権力

を制約し、国民の権利を拡充する議論を進めま

す。解散権濫用防止法を制定し、解散権の恣

意的な行使を規制します。臨時国会召集期限

の明記、政府の情報公開義務、地方自治の充

実について議論を深めます。自民党の9条改

正案は、平和主義を空文化させるもので、反対

します。

（公平・公正な国民投票の実現）
〇憲法改正に関する国民投票は、国民の権利

を左右する極めて重要な機会であるため、国民

投票法制定後のネットの急速な発展などの環

境変化を踏まえ、広告放送、ネット有料広告、運

動資金、外国人からの寄附を規制するとともに、

偽・誤情報対策などの法改正を行います。

（国会議員の任期延長について）
〇衆議院の解散や任期満了による衆議院議

員の不在時に発生した緊急事態に対して、議

員任期延長を含む新たな緊急事態条項を憲

法に定める必要はありません。憲法54条で、参

議院の緊急集会が国会機能を代行できると規

定され、緊急事態に応じた個別法令も整備さ

れています。

（皇位の安定的継承）
〇皇位の安定的継承と女性宮家の創設に向

けて、立憲民主党「安定的な皇位継承に関す

る検討委員会」の「論点整理」に基づいて、拙

速にではなく、丁寧に国民の総意を作っていく

ための議論を行います。

22 23

【政治改革・行政改革等】



あなたを守り抜く、

（就職氷河期・現役世代・シングル世帯）
 就職氷河期・現役世代、
 シングル世帯に安心を
（農林水産・環境・エネルギー・地域・災害）
 農山漁村・生活インフラを守って、
 地方を豊かに

（物価高・経済産業・賃上げ・雇用）
 物価高から、あなたを守り抜く

（社会保障〈年金・医療・介護〉）
 年金の底上げ
 医療・介護体制を万全にする
（教育・子ども・子育て）
 チルドレン・ファースト
 子育てしやすい環境をつくる
（ジェンダー平等・共生社会・人権）
 ジェンダー平等、人権擁護、
 犯罪被害者支援の推進を
（外交・安保・経済安全保障）
 自由貿易をリードする
 日本の平和を守る
（政治改革・行財政改革）
 政治の信頼を取り戻す
 若者の政治参加を

政治活動用パンフレット
発行日：2025年6月10日／発行：立憲民主党本部　〒100-0014 東京都千代田区永田町1-11-1

詳しくは
こちらへ

つの政策


